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公布された規則のあらまし

◇鳥取県公有財産事務取扱規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

公有財産の貸付期間について、借地借家法の規定による定期借地権の設定により土地を貸し付ける場合の規

定を追加するとともに、手続の明確化及び事務処理の円滑化のため、規則全体を整理し見直す。

２ 規則の概要

(１) 公有財産の貸付け等に関する改正

ア 公有財産の貸付期間について、借地借家法の規定による定期借地権の設定により土地を貸し付ける場合

の規定を加える等所要の改正を行う。

イ 公有財産の貸付け等について、借受期間の延長と用途及び原形の変更に分かれていた規定を統一し、借

受内容の変更に係る規定を定める。

ウ 公有財産貸付料の遅延利息を徴収しない場合を定める。

(２) その他の事項に関する改正

ア 公有財産のうち、普通財産である知的財産権は、当該知的財産権に係る事務事業を所掌する部に所属す

ることとする。

イ 行政財産の用途廃止後総務部に引き継がない財産に、取壊し予定の航空機及び伐採予定の立木を加え

る。

ウ 公有財産の所属換を行う際の引継ぎ及び引受けの手続の規定を整備する。

エ 県の内部組織間における公有財産の使用に係る手続を定める。

オ 暴力団等の排除に係る規定を加える。

カ その他所要の規定の整備を行う。

(３) 様式の改正

ア 申請者の利便を図るため、財産の使用申請、借受申請等に併せて使用料及び貸付料の減免申請を行うこ

とができることとする。

イ アに伴い、使用許可を受けた後又は貸付け等を開始した後に生じた事由により減免を受けようとする場

合の減免申請手続について定める。

ウ 寄附申込書、買受申請書、譲受申請書及び交換申請書の様式を定め、それぞれの事務手続を行う際には

相手方から当該申請書等を徴収し、起案文書等に添付しなければならないこととする。

エ 財産の管理に係る帳簿の様式について所要の整備を行う。

オ (２)のオに伴う所要の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成22年９月15日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

ウ 次の規則について、鳥取県公有財産事務取扱規則の一部改正に伴う所要の規定の整備を行う。

(ア) 鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則

(イ) 鳥取県宿舎管理規則

(ウ) 鳥取県事務処理権限規則

(エ) 鳥取県港湾整備事業特別会計に属する普通財産の譲渡に係る鳥取県公有財産事務取扱規則の特例に

関する規則

◇鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計で取り扱う用品等の範囲を定める規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計で取り扱う集中管理事業の対象となる事務（以下「対象事務」とい

う。）を見直し、所要の改正を行う。
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２ 規則の概要

(１) 対象事務から、次に掲げるものを削る。

ア 集中業務課において賃貸借契約を締結した自動車を保管する地方機関の当該自動車の燃料費及び維持管

理経費の支払に関する事務

イ 本庁各課等において支出負担行為兼支出仕訳書により支払うことができる経費の支払並びに庶務集中局

長が本庁各課等に常時購入を委嘱することとした物品の購入及び支払に係る事務

(２) 対象事務に、次の事務を加える。

ア 企業局又は病院局のうち県庁舎等に事務所を有するものが使用する光熱水費の支払に関する事務

イ 行政財産の使用許可を受けて県庁舎等を使用している者（以下「県庁舎等入居者」という。）の負担す

べき光熱水費について、県庁舎等入居者に代わって電気、ガス若しくは水道に係るサービスの提供を行う

事業者又は冷暖房に必要な燃料を供給する事業者に対して金員を支払う事務

ウ 企業局又は病院局の文書の印刷及び発送に関する事務

エ 企業局又は病院局のうち県庁舎等に事務所を有するものに設置する電話の料金の支払に関する事務

オ 県庁舎等入居者の負担すべき電話の料金について、県庁舎等入居者に代わって電話に係るサービスの提

供を行う事業者に対して金員を支払う事務

カ 企業局又は病院局におけるパーソナルコンピュータの賃借料に要する経費の支払に関する事務

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、公布日とし、平成22年度予算から適用する。

イ 鳥取県会計管理者等事務決裁規則について、(１)のイに伴う所要の規定の整備を行う。
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規 則

鳥取県公有財産事務取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成22年９月３日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第42号

鳥取県公有財産事務取扱規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県公有財産事務取扱規則（昭和39年鳥取県規則第27号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下この条において「移動条項

等」という。）に対応する同表の改正後の欄中条、項及び号の表示に下線が引かれた条、項及び号（以下この

条において「移動後条項等」という。）が存在する場合には、当該移動条項等を当該移動後条項等とし、移動

条項等に対応する移動後条項等が存在しない場合には、当該移動条項等（以下この条において「削除条項等」

という。）を削り、移動後条項等に対応する移動条項等が存在しない場合には、当該移動後条項等（以下この

条において「追加条項等」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示並びに削除条項等を除く。以下この条にお

いて「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条、項及び号の表示並びに

追加条項等を除く。以下この条において「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該

改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分

に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

目次 目次

第１章 総則（第１条―第６条） 第１章 総則（第１条―第４条）

第２章 公有財産の取得及び管理 第２章 公有財産の取得及び管理（第５条―第21

条）

第１節 取得（第７条・第８条）

第２節 管理の通則（第９条・第10条）

第３節 行政財産の使用許可（第11条―第16条）

第４節 公有財産の貸付け等（第17条―第28条）

第５節 管理の雑則（第29条・第30条）

第３章 公有財産の処分（第31条―第42条） 第３章 公有財産の処分（第22条―第34条）

第４章 台帳（第43条―第49条） 第４章 台帳（第35条―第39条）

第５章 報告及び通知（第50条―第52条） 第５章 報告及び通知（第40条―第42条）

第６章 雑則（第53条・第54条）

附則 附則

第１章 総則 第１章 総則

（趣旨） （この規則の趣旨）

第１条 公有財産の事務取扱いについては、法令又は 第１条 公有財産の事務取扱いについては、別に定め
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財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（昭和 るものを除くほか、この規則の定めるところによ

39年鳥取県条例第８号）その他の条例若しくは鳥取 る。

県会計規則（昭和39年鳥取県規則第11号）その他の

規則に定めのあるものを除くほか、この規則の定め

るところによる。

（定義） （定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の 第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１) 公有財産 地方自治法（昭和22年法律第67

号。以下「法」という。）第238条第１項に規定

する公有財産をいう。

(２) 行政財産 公有財産のうち県において公用又

は公共用に供し、又は供することと決定したもの

をいう。

(３) 普通財産 行政財産以外の一切の公有財産を

いう。

(４) 部 鳥取県会計規則第２条第１号に規定する

部をいう。

(５) 課 部の下に設けられる課（課に相当するも

のを含む。）をいう。

(６) 機関 鳥取県会計規則第２条第２号に規定す

る機関をいう。

(７) 課等 課及び機関をいう。

(８) 部長 部の長をいう。

(９) 課長 課の長をいう。

(10) 課長等 課等の長をいう。

(11) 所属換 公有財産を他の部の所属に移すこと (１) 所属換 公有財産を他の部、防災局、文化観

をいう。 光局及び行政監察監（以下「部等」という。）の

所属に移すことをいう。

(12) 略 (２) 略

(13) 電磁的方法 電子的方法、磁気的方法その他

の人の知覚によっては認識することができない方

式をいう。

(14) 電子申請等システム 電子計算機を利用し

て、電磁的方法により文書の収受、起案、決裁、

保存、廃棄等の事務の処理及び文書に係る情報の

総合的な管理等を行う情報処理システム（電子計

算機及びプログラムの集合体であって、情報処理

の業務を一体的に行うよう構成されたものをい

う。）で、総務部政策法務課が所管するものをい

う。

(15) 起案文書 職員が職務上取得し、又は作成す

る電磁的記録であって、電子申請等システムを利

用して、電磁的方法により起案されるものをい
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う。

（行政財産の所属） （行政財産又は普通財産の所属）

第３条 行政財産は、当該行政財産に係る事務又は事 第３条 行政財産は、当該行政財産に係る事務を所掌

業を所掌する部に所属するものとする。 する部等に所属するものとする。

２ 普通財産は、総務部に所属するものとする。ただ

し、第７条第２項ただし書の規定により、総務部に

引き継がない普通財産は、当該普通財産が普通財産

となる前の行政財産が所属していた部等に所属する

ものとする。

（普通財産の所属）

第４条 普通財産は、総務部に所属するものとする。

ただし、次の各号に掲げる財産は、当該各号に定め

る部に所属するものとする。

(１) 第10条第２項ただし書の規定により総務部に

引き継がない普通財産 当該普通財産が普通財産

となる前の行政財産が所属していた部

(２) 法第238条第１項第５号に掲げる種類の公有

財産である普通財産 当該普通財産に係る事務又

は事業を所掌する部

（公有財産の事務の総括） （公有財産の事務の総括）

第５条 略 第４条 略

（事務の委任）

第６条 知事は、この規則に定める公有財産の事務の

一部を、別に定めるところにより、教育委員会若し

くは警察本部長に委任し、又はこれらの事務を補助

する職員若しくはこれらの管理に属する機関の職員

に補助執行させるものとする。

第２章 公有財産の取得及び管理 第２章 公有財産の取得及び管理

第１節 取得

（取得の手続） （取得の手続）

第７条 課長は、公有財産の取得の事務手続をしよう 第５条 部長（防災監、文化観光局長及び行政監察監

とするときは、電子申請等システムを利用して、起 を含む。以下同じ。）は、公有財産の取得の事務手

案文書に次に掲げる事項を電磁的方法により記録 続をしようとするときは、次に掲げる事項を記載し

し、及び必要な図面その他関係書類の電磁的記録を た書面により総務部長の審査を受けなければならな

添付して（電磁的記録を添付することができないと い。

きは、関連文書（必要な図面その他関係書類の紙文

書をいう。以下同じ。）を提出して）財源確保推進

課長の関連審査（法令等の適正な執行を図る目的で
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行う審査及び確認の手続をいう。以下同じ。）を受

けなければならない。ただし、同システムを利用で

きない場合には、次に掲げる事項を記載した書面に

関連文書を添えて財源確保推進課長の関連審査を受

けるものとする。

(１)～(９) 略 (１)～(９) 略

２ 前項の書面には、必要な図面その他関係書類を添

えなければならない。

２ 寄附により財産を取得する場合は、当該財産を寄

附しようとする者から寄附申込書（様式第１号）を

徴し、当該申込書の電磁的記録を前項本文の起案文

書に添付しなければならない。ただし、電子申請等

システムを利用できない場合には、当該申込書を関

連文書として同項ただし書の書面に添えるものとす

る。

（登記又は登録） （登記又は登録）

第８条 略 第６条 略

第２節 管理の通則

（公有財産の用途及び原形の変更又は用途の廃止）

第７条 部長は、公有財産の用途の変更、原形の変更

又は用途の廃止の事務手続をしようとするときは、

公有財産用途（原形）変更（廃止）承認申請書（様

式第１号）により行なわなければならない。

２ 部長は、行政財産の用途の廃止があったときは、

公有財産引継書（様式第２号）により総務部長に引

き継がなければならない。ただし、次の各号に掲げ

る場合は、この限りでない。

(１) 交換に供するため用途の廃止があったとき。

(２) 使用に堪えない建物、建物以外の工作物及び

船舶で取りこわしの目的のため用途の廃止があっ

たとき。

(３) 前２号のほか、当該普通財産の管理及び処分

を総務部において行なうことが技術その他の関係

から著しく不適当と認められるとき。

３ 総務部長は、前項本文の規定により公有財産の引

き継ぎを受けたときは、公有財産引受書（様式第３

号）を当該公有財産を引き継いだ部長に送付しなけ

ればならない。

（所属換及び分類換） （所属換及び分類換）

第９条 課長は、公有財産の所属換及び分類換の事務 第８条 部長は、公有財産の所属換及び分類換の事務

手続をしようとするときは、電子申請等システムを 手続をしようとするときは、次に掲げる事項を記載
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利用して、起案文書に次に掲げる事項を電磁的方法 した書面により、総務部長の審査を受けなければな

により記録し、及び必要な図面その他関係書類の電 らない。

磁的記録を添付して（電磁的記録を添付することが

できないときは、関連文書を提出して）財源確保推

進課長の関連審査を受けなければならない。ただ

し、同システムを利用できない場合には、次に掲げ

る事項を記載した書面に関連文書を添えて財源確保

推進課長の関連審査を受けるものとする。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

２ 前項の書面には、必要な図面その他関係書類を添

えなければならない。

２ 課長は、所属換により公有財産の引継ぎの事務手

続を行おうとするときは、公有財産引継書（様式第

２号）を当該公有財産を引き受ける課長に送付しな

ければならない。

３ 前項の規定により公有財産の引継ぎを受けた課長

は、当該公有財産の引受けの事務手続を行おうとす

るときは、公有財産引受書（様式第３号）を当該公

有財産を引き継いだ課長に送付しなければならな

い。

（公有財産の用途及び原形の変更又は用途の廃止）

第10条 部長（別に定める軽易なものについては課

長。次項において同じ。）は、公有財産の用途の変

更、原形の変更又は用途の廃止の事務手続をしよう

とするときは、公有財産用途（原形）変更（廃止）

承認申請書（様式第４号）を総務部長（別に定める

軽易なものについては財源確保推進課長。以下同

じ。）に提出し、承認を受けなければならない。

２ 部長は、前項の規定により行政財産の用途が廃止

されたときは、所属換により当該財産を総務部長に

引き継がなければならない。ただし、次に掲げる場

合は、この限りでない。

(１) 交換に供するため用途の廃止があったとき。

(２) 使用に堪えない建物、建物以外の工作物、船

舶及び航空機で取壊しの目的のため用途の廃止が

あったとき。

(３) 立木で伐採の目的のため用途の廃止があった

とき。

(４) 前３号に掲げる場合のほか、当該普通財産の

管理及び処分を総務部において行うことが技術そ

の他の関係から著しく不適当と認められるとき。

第３節 行政財産の使用許可
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（使用許可） （行政財産の使用）

第11条 法第238条の４第７項の規定による行政財産 第９条 行政財産を使用しようとする者は、行政財産

の使用の許可（以下「使用許可」という。）を受け 使用許可申請書（様式第４号）を知事に提出しなけ

ようとする者は、次の各号に掲げる場合の区分に応 ればならない。

じ、当該各号に定める申請書を知事に提出しなけれ

ばならない。

(１) 次号に掲げる場合以外の場合 行政財産使用

許可申請書（様式第５号）

(２) 鳥取県行政財産使用料条例（昭和39年鳥取県

条例第７号）第３条の規定による行政財産の使用

料の減免（以下「使用料の減免」という。）を受

けようとする場合 行政財産使用許可申請書兼使

用料減免申請書（様式第６号）

２ 知事は、使用許可をする場合において必要がある

と認めるときは、弁済能力を有する者を保証人とし

て立てさせなければならない。

３ 課長等は、使用許可（総務部行財政改革局職員人 ２ 部長は、行政財産の使用の許可（総務部行財政改

材開発センター、生活環境部衛生環境研究所、生活 革局自治研修所、生活環境部衛生環境研究所、生活

環境部くらしの安心局消費生活センター、農林水産 環境部消費生活センター、農林水産部農業大学校及

部農業大学校及び農林水産部農林総合研究所に係る び農林水産部農林総合研究所に係るもののうち、軽

もののうち、軽易なもの及び教育委員会に係るもの 易なものを除く。）の事務手続をしようとするとき

を除く。）の事務手続をしようとするときは、電子 は、総務部長の審査を受けなければならない。

申請等システムを利用して、起案文書に次に掲げる

事項を電磁的方法により記録し、並びに第１項の申

請書及び必要な図面その他関係書類の電磁的記録を

添付して（電磁的記録を添付することができないと

きは、関連文書を提出して）、財源確保推進課長の

関連審査を受けなければならない。ただし、同シス

テムを利用できない場合には、次に掲げる事項を記

載した書面に関連文書を添えて財源確保推進課長の

関連審査を受けるものとする。

(１) 使用許可をする財産の名称

(２) 使用許可をしようとする理由

(３) 使用許可をしようとする行政財産の所在地、

種別及び数量

(４) 使用料の額及び算定の根拠

(５) 使用料の減免をする場合は、その根拠及び理

由

(６) 使用料の納期及び方法

(７) 収入科目

(８) 使用許可の期間

(９) 使用許可を受けようとする者の住所及び氏名

(10) 使用許可書案

(11) その他参考となる事項

４ 使用許可は、行政財産使用許可書（様式第７号） ３ 行政財産の使用の許可は、行政財産使用許可書
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を交付して行うものとする。 （様式第５号）を交付して行なうものとする。

５ 知事部局に属する機関において管理する行政財産 ４ 行政財産の使用許可は、鳥取県事務処理権限規則

の使用許可は、別に定める重要なものを除き当該行 （平成８年鳥取県規則第32号）に定めるところによ

政財産を管理する機関の長に委任する。この場合に り、地方機関の長に委任する。この場合において

おいては、第３項の規定は、適用しない。 は、第２項の規定は、適用しない。

（使用許可の基準） （使用許可の範囲）

第12条 使用許可は、次の各号のいずれかに該当する 第10条 行政財産は、次の各号に掲げる場合に限り使

場合に限り行うことができる。 用させることができる。

(１) 職員の厚生福利施設の用に供するため使用さ

せるとき。

(２) 公共目的のために行なわれる講演会、研究会

等に使用させるとき。

(１) 国、他の地方公共団体その他公共団体又は公

共的団体において公用又は公共用に供するために

必要と認められるとき。

(２) 略 (３) 略

(４) 国、他の地方公共団体、その他公共団体にお

いて公用又は公共用に供するため特に必要と認め

られるとき。

(３) 略 (５) 略

(４) 県の施策として使用させるとき。

(５) その他知事が必要と認めて使用させるとき。 (６) その他県の行政遂行のため知事が必要と認め

て使用させるとき。

（使用許可内容の変更の承認） （行政財産の使用の目的又は原形の変更の承認）

第13条 行政財産の使用者は、使用許可を受けた内容 第11条 行政財産の使用者は、使用の目的の変更又は

（以下「使用許可内容」という。）を変更しようと 原形の変更をしようとするときは、あらかじめ行政

するときは、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、 財産使用目的（原形）変更承認申請書（様式第６

当該各号に定める申請書をあらかじめ知事に提出し 号）を知事に提出しなければならない。

なければならない。

(１) 次号に掲げる場合以外の場合 行政財産使用

許可内容変更承認申請書（様式第８号）

(２) 変更しようとする使用許可内容について使用

料の減免を受けようとする場合 行政財産使用許

可内容変更承認申請書兼使用料減免申請書（様式

第９号）

２ 課長等は、使用許可内容の変更の承認の事務手続 ２ 部長は、行政財産の使用の目的の変更又は原形の

をしようとするときは、電子申請等システムを利用 変更の承認の事務手続をしようとするときは、総務

して（同システムを利用できない場合には、書面に 部長の審査を受けなければならない。

より）、財源確保推進課長の関連審査を受けなけれ

ばならない。

３ 使用許可内容の変更の承認は、行政財産使用許可 ３ 行政財産の使用の目的の変更又は原形の変更の承

内容変更承認書（様式第10号）を交付して行うもの 認は、行政財産使用目的（原形）変更承認書（様式

とする。 第７号）を交付して行なうものとする。
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４ 第11条第５項前段の規定は、使用許可内容の変更

の承認について準用する。この場合においては、第

２項の規定は、適用しない。

（使用料の減免）

第14条 使用許可を受けた後に生じた事由等により、

使用料の減免を受けようとする者は、行政財産使用

料減免申請書（様式第11号）を知事に提出しなけれ

ばならない。

（使用料の減免の基準） （使用料の減免）

第15条 使用料の減免は、次の各号のいずれかに該当 第12条 鳥取県行政財産使用料条例（昭和39年鳥取県

する場合に限り、これを行うことができる。 条例第７号）第３条の規定による行政財産の使用料

の減免は、次の各号のいずれかに該当する場合に限

り、これを行うことができる。

(１) 他の地方公共団体その他公共団体において公 (１) 他の地方公共団体その他公共団体において公

用又は公共用に供するため使用させる場合におい 用又は公共用に供するため使用させるとき。

て、知事が必要と認めたとき。

(２) 法令等の規定により、公有財産の利用に関す (２) 法令の規定に基づき公有財産の利用等につき

る便宜の供与を認められている団体に使用させる 便宜の供与を認められている団体に使用させると

とき。 き。

(３) 公益を目的として設置された団体で県が出資

し、又は補助金を交付している団体に使用させる

とき。

(３) 公共的団体に公共用に供するため使用させる

場合において、知事が特に必要と認めたとき。

(４) 略 (４) 略

(５) 身体障害者手帳の交付を受けた者、療育手帳 (５) 身体障害者手帳の交付を受けた者、療育手帳

の交付を受けた者、精神障害者保健福祉手帳の交 の交付を受けた者、精神障害者保健福祉手帳の交

付を受けた者その他知事が別に定める基準に該当 付を受けた者その他知事が別に定める基準に該当

する心身に障害を有する者又は介護保険法（平成 する心身に障害を有する者の社会参加を促進する

９年法律第123号）の規定による要介護認定若し 目的で使用させるとき。

くは要支援認定を受けた者の社会参加を促進する

目的で使用させるとき。

(６) 介護保険法（平成９年法律第123号）の規定

による要介護認定又は要支援認定を受けた者の社

会参加を促進する目的で使用させるとき。

(６) 県の施策として県の要請により使用させると

き。

(７) 公務の都合による通勤等のため駐車場として

使用させる場合において、知事が必要と認めたと

き。

(８) 略 (７) 略

（使用許可の取消し）
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第16条 法第238条の４第９項の規定による使用許可

の取消しは、使用許可取消通知書（様式第12号）を

交付して行うものとする。

第13条 鳥取県行政財産使用料条例第３条の規定によ

り使用料の減免を受けようとする者は、行政財産使

用料減免申請書（様式第７号の２）を知事に提出し

なければならない。

（行政財産である土地の貸付け）

第13条の２ 行政財産である土地を借り受けようとす

る者は、行政財産土地借受申請書（様式第７号の

３）を知事に提出しなければならない。

（準用規定）

第13条の３ 第11条、第14条第２項及び第３項、第15

条から第18条まで、第20条並びに第20条の２の規定

は、行政財産である土地の貸付けについて準用す

る。この場合において、第16条第１項中「普通財産

借受期間延長申請書（様式第９号）」とあるのは

「行政財産土地借受期間延長申請書（様式第７号の

４）」と、第20条の２中「普通財産貸付料減免申請

書（様式第12号）」とあるのは「行政財産土地貸付

料減免申請書（様式第７号の５）」と読み替えるも

のとする。

（行政財産である土地の地上権の設定）

第13条の４ 行政財産である土地に地上権の設定を受

けようとする者は、行政財産地上権設定申請書（様

式第７号の６）を知事に提出しなければならない。

２ 部長は、行政財産である土地の地上権の設定の事

務手続をしようとするときは、次に掲げる事項を記

載した書面により、総務部長の審査を受けなければ

ならない。

(１) 地上権を設定しようとする土地の名称

(２) 地上権を設定しようとする理由

(３) 地上権を設定しようとする土地の所在地、範

囲及び面積

(４) 地上権の設定対価及び算定の根拠

(５) 無償で又は減額して地上権を設定しようとす

る場合は、その根拠及び理由

(６) 予算額及び収入科目

(７) 地上権の設定期間

(８) 地上権の設定申請者の住所及び氏名

(９) 契約書案
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(10) その他参考となる事項

３ 前項の書面には、必要な図面その他関係書類を添

えなければならない。

（地上権の設定期間）

第13条の５ 行政財産である土地の地上権の設定期間

は、30年以内とする。

２ 前項の地上権の設定期間は、更新することができ

る。この場合においては、当該更新のときから同項

の期間を超えることができない。

（地上権の設定対価）

第13条の６ 行政財産である土地に地上権の設定を受

けた者は、その対価として知事が別に定める基準に

より算定した額を納付しなければならない。

２ 前項の対価は、当該地上権の設定時に、一括して

納付しなければならない。

（準用規定）

第13条の７ 第11条、第16条、第18条、第20条及び第

20条の２の規定は、行政財産である土地の地上権の

設定について準用する。この場合において、第16条

第１項中「普通財産借受期間延長申請書（様式第９

号）」とあるのは、「行政財産地上権設定期間延長

申請書（様式第７号の７）」と、第20条の２中「普

通財産貸付料減免申請書（様式第12号）」とあるの

は、「行政財産地上権設定対価減免申請書（様式第

７号の８）」と読み替えるものとする。

第４節 公有財産の貸付け等

（公有財産の貸付け） （普通財産の貸付け）

第17条 公有財産（行政財産にあっては、土地に限 第14条 普通財産を借り受けようとする者は、普通財

る。以下この節において同じ。）を借り受けようと 産借受申請書（様式第８号）を知事に提出しなけれ

する者（以下「借受者」という。）は、次の各号に ばならない。

掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める申請書

を知事に提出しなければならない。

(１) 次号に掲げる場合以外の場合 公有財産借受

申請書（様式第13号）

(２) 公有財産の貸付料の減免を受けようとする場

合 公有財産借受申請書兼貸付料減免申請書（様

式第14号）

２ 知事は、公有財産を貸し付ける場合において必要

があると認めるときは、弁済能力を有する者を保証

人として立てさせなければならない。



- 14 -

平成22年９月３日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第79号

３ 課長等は、法第238条の４第２項から第４項まで ２ 部長は、普通財産の貸付け（総務部行財政改革局

又は法第238条の５第１項の規定による公有財産の 自治研修所、生活環境部衛生環境研究所、生活環境

貸付け（総務部行財政改革局職員人材開発センタ 部消費生活センター、農林水産部農業大学校及び農

ー、生活環境部衛生環境研究所、生活環境部くらし 林水産部農林総合研究所に係るもののうち、軽易な

の安心局消費生活センター、農林水産部農業大学校 ものを除く。）の事務手続をしようとするときは、

及び農林水産部農林総合研究所に係るもののうち、 次に掲げる事項を記載した書面により総務部長の審

軽易なものを除く。）の事務手続をしようとすると 査を受けなければならない。

きは、電子申請等システムを利用して、起案文書に

次に掲げる事項を電磁的方法により記録し、並びに

第１項の申請書及び必要な図面その他関係書類の電

磁的記録を添付して（電磁的記録を添付することが

できないときは、関連文書を提出して）財源確保推

進課長の関連審査を受けなければならない。ただ

し、同システムを利用できない場合には、次に掲げ

る事項を記載した書面に関連文書を添えて財源確保

推進課長の関連審査を受けるものとする。

(１) 貸付財産の分類

(２) 略 (１) 略

(３) 略 (２) 略

(４) 貸付けをしようとする公有財産の所在地、種 (３) 貸付けをしようとする普通財産の所在地、種

別及び数量 別及び数量

(５) 略 (４) 略

(６) 略 (５) 略

(７) 略 (６) 略

(８) 略 (７) 略

(９) 略 (８) 略

(10) 略 (９) 略

(11) 略 (10) 略

(12) 略 (11) 略

３ 前項の書面には、必要な図面その他関係書類を添

えなければならない。

４ 知事部局又は教育委員会に属する機関において管 ４ 普通財産の貸付けは、鳥取県事務処理権限規則に

理する公有財産の貸付けは、別に定める重要なもの 定めるところにより、地方機関の長に委任する。こ

を除き当該公有財産を管理する機関の長に委任す の場合において、第２項の規定は、適用しない。

る。この場合においては、前項の規定は、適用しな

い。

（貸付期間） （貸付期間）

第18条 公有財産の貸付期間は、次の各号に掲げる場 第15条 普通財産は、次に掲げる期間を超えて貸し付

合の区分に応じ、当該各号に定める期間とする。 けてはならない。

(１) 建物の所有を目的とし、借地借家法（平成３ (１) 建物の所有を目的とするための土地及びその

年法律第90号）第22条の規定による借地権を設定 従物の貸付け 30年（借地借家法（平成３年法律

して、土地及び土地の定着物（建物を除く。以下 第90号）第22条の規定による借地権の設定をする

同じ。）を貸し付ける場合 50年 場合にあっては、50年)

(２) 建物の所有を目的とし、借地借家法第23条の
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規定による借地権を設定して、土地及び土地の定

着物を貸し付ける場合 10年以上50年未満

(３) 建物の所有を目的とし、借地借家法第24条の

規定による借地権を設定して、土地及び土地の定

着物を貸し付ける場合 30年

(４) 前３号に掲げる場合を除くほか、建物の所有

を目的として土地及び土地の定着物を貸し付ける

場合 30年以下

(５) 建物の所有以外の目的のため、土地及び土地 (２) 前号以外の目的のための土地及び従物の貸付

の定着物を貸し付ける場合 10年以下 け 10年

(６) 借地借家法第38条の規定による定期建物賃貸

借により建物を貸し付ける場合 ５年以下

(７) 前各号に掲げる場合を除くほか、建物その他 (３) 建物その他の財産の貸付け ５年

の財産を貸し付ける場合 ５年以下

２ 前項第４号、第５号及び第７号に定める貸付期間 ２ 前項の貸付期間は、更新することができる。この

は、更新することができる。この場合においては、 場合においては、当該更新のときから同項の期間を

当該更新のときからそれぞれ同項第４号、第５号又 超えることができない。

は第７号に定める期間を超えることができない。

（借受内容の変更） （借受期間の延長）

第19条 公有財産の借受者は、借受内容を変更しよう 第16条 普通財産の借受期間を延長しようとする者

とするときは、次の各号に掲げる場合の区分に応 は、借受期間満了の日の１月前までに普通財産借受

じ、当該各号に定める申請書を、変更しようとする 期間延長申請書（様式第９号）を知事に提出しなけ

日の１月前までに知事に提出しなければならない。 ればならない。

(１) 次号に掲げる場合以外の場合 公有財産借受

内容変更申請書（様式第15号）

(２) 変更しようとする借受内容について貸付料の

減免を受けようとする場合 公有財産借受内容変

更申請書兼貸付料減免申請書（様式第16号）

２ 課長等は、公有財産の借受内容の変更の事務手続 ２ 部長は、普通財産の借受期間の延長の事務手続を

をしようとするときは、電子申請等システムを利用 しようとするときは、総務部長の審査を受けなけれ

して（同システムを利用できない場合には、書面に ばならない。

より）、財源確保推進課長の関連審査を受けなけれ

ばならない。

３ 前項の規定にかかわらず、借受内容の変更のうち

公有財産の用途又は原形の変更を伴うものについて

承認する場合は、貸付財産用途（原形）変更承認書

（様式第17号）を交付して行うものとする。

４ 第17条第４項前段の規定は、借受内容の変更の承

認について準用する。この場合においては、第２項

の規定は、適用しない。

５ 知事又は借受者は、借受期間の中途に契約を解除

しようとするときは、相手方に対して書面により通

知しなければならない。
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（貸付料の納付） （貸付料の納付）

第20条 公有財産の借受者は、その貸付料として知事 第17条 普通財産の借受者は、その貸付料として知事

が別に定める基準により算定した額を納付しなけれ が別に定める基準により算定した額を納付しなけれ

ばならない。 ばならない。

２ 略 ２ 略

３ 年度の中途において貸し付け、又は契約を解除し ３ 年度の中途において貸し付け、又は契約を解除し

たときの貸付料の額は、貸し付けた期間の現日数を たときの貸付料の額は、貸し付けた月から契約を解

基礎として、知事が別に定めるところにより日割り 除した月までの月割りをもって計算した額とする。

又は月割りによってこれを計算した額とする。

（遅延利息） （遅延利息）

第21条 公有財産の借受者は、貸付料の納付期日後に 第18条 普通財産の借受者は、貸付料の納付期日後に

貸付料を納付する場合においては、遅延利息を納付 貸付料を納付する場合においては、遅延利息を納付

しなければならない。ただし、次の各号のいずれか しなければならない。

に該当する場合は、この限りでない。

(１) 納入通知書１通の金額が1,000円未満である

とき。

(２) 遅延利息の額が100円未満であるとき。

２ 略 ２ 略

（普通財産の用途又は原形の変更）

第19条 普通財産の借受者は、借受財産の用途の変更

又は原形の変更をしようとするときは、普通財産用

途（原形）変更承認申請書（様式第10号）を知事に

提出しなければならない。

２ 部長は、貸し付けた普通財産の用途の変更又は原

形の変更の承認の事務手続をしようとするときは、

総務部長の審査を受けなければならない。

３ 普通財産の用途の変更又は原形の変更の承認は、

普通財産用途（原形）変更承認書（様式第11号）を

交付して行うものとする。

（原形の回復） （原形の回復）

第22条 知事は、公有財産の借受者が第19条第３項の 第20条 知事は、普通財産の借受者が前条の規定によ

規定による承認を受けないで借受財産の用途又は原 る承認を受けないで借受財産の用途の変更又は原形

形の変更をしたときは、３月以内において相当の期 の変更をしたときは、３月以内において相当の期限

限を定め、指定した用途又は原形に復するよう催告 を定め、指定した用途又は原形に復するよう催告し

しなければならない。 なければならない。

２ 知事は、公有財産の借受者が前項の催告を履行し ２ 知事は、普通財産の借受者が前項の催告を履行し

ないときは、直ちに公有財産の貸付契約を解除する ないときは、直ちに普通財産の貸付契約を解除する

とともに必要な措置をとらなければならない。 とともに必要な措置をとらなければならない。

（貸付料の減免） （貸付料の減免）

第23条 公有財産の借受けを開始した後に生じた事由 第20条の２ 普通財産の貸付料の減免を受けようとす

等により、公有財産の貸付料の減免を受けようとす る者は、普通財産貸付料減免申請書（様式第12号）
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る者は、公有財産貸付料減免申請書（様式第18号） を知事に提出しなければならない。

を知事に提出しなければならない。

（公有財産である土地の地上権の設定）

第24条 公有財産である土地に地上権の設定を受けよ

うとする者は、次の各号に掲げる場合の区分に応

じ、当該各号に定める申請書を知事に提出しなけれ

ばならない。

(１) 次号に掲げる場合以外の場合 公有財産地上

権設定申請書（様式第19号）

(２) 公有財産である土地への地上権設定の対価の

減免を受けようとする場合 公有財産地上権設定

申請書兼地上権設定対価減免申請書（様式第20

号）

２ 課長は、法第238条の４第２項又は法第238条の５

第１項の規定による公有財産である土地に対する地

上権の設定の事務手続をしようとするときは、電子

申請等システムを利用して、起案文書に次に掲げる

事項を電磁的方法により記録し、及び必要な図面そ

の他関係書類の電磁的記録を添付して（電磁的記録

を添付することができないときは、関連文書を提出

して）財源確保推進課長の関連審査を受けなければ

ならない。ただし、同システムを利用できない場合

には、次に掲げる事項を記載した書面に関連文書を

添えて財源確保推進課長の関連審査を受けるものと

する。

(１) 地上権を設定しようとする土地の財産の分類

(２) 地上権を設定しようとする土地の名称

(３) 地上権を設定しようとする理由

(４) 地上権を設定しようとする土地の所在地、範

囲及び面積

(５) 地上権の設定対価及び算定の根拠

(６) 無償で又は減額して地上権を設定しようとす

る場合は、その根拠及び理由

(７) 予算額及び収入科目

(８) 地上権の設定期間

(９) 地上権の設定申請者の住所及び氏名

(10) 契約書案

(11) その他参考となる事項

（地上権の設定期間）

第25条 公有財産である土地の地上権の設定期間は、

30年以内とする。

２ 前項の地上権の設定期間は、更新することができ

る。この場合においては、当該更新のときから同項
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の期間を超えることができない。

（地上権の設定対価）

第26条 公有財産である土地に地上権の設定を受けた

者は、その対価として知事が別に定める基準により

算定した額を納付しなければならない。

（準用規定）

第27条 第19条、第20条第２項及び第３項並びに第21

条から第23条までの規定は、公有財産である土地の

地上権の設定について準用する。この場合におい

て、第19条第１項中「公有財産借受内容変更申請書

（様式第15号）」とあるのは「公有財産地上権設定

内容変更申請書（様式第21号）」と、「公有財産借

受内容変更申請書兼貸付料減免申請書（様式第16

号）」とあるのは「公有財産地上権設定内容変更申

請書兼地上権設定対価減免申請書（様式第22号）」

と、同条第３項中「貸付財産用途（原形）変更承認

書（様式第17号）」とあるのは「公有財産地上権用

途（原形）変更承認書（様式第23号）」と、第23条

中「公有財産貸付料減免申請書（様式第18号）」と

あるのは「公有財産地上権設定対価減免申請書（様

式第24号）」と読み替えるものとする。

（地役権等の設定）

第28条 第24条から前条までの規定は、普通財産に地

役権その他の私権（地上権を除く。）を設定する場

合について準用する。

第５節 管理の雑則

（使用承認）

第29条 課長等は、他の課長等が管理する公有財産を

使用するための事務手続をしようとするときは、公

有財産使用承認申請書（様式第25号）を当該他の課

長等へ提出しなければならない。

２ 前項の申請書の提出を受けた課長等は、当該申請

の承認の事務手続をしようとするときは、軽易なも

のを除き、電子申請等システムを利用して（同シス

テムを利用できない場合には、書面により）、財源

確保推進課長の関連審査を受けなければならない。

３ 前項の承認は、公有財産使用承認書（様式第26

号）を交付して行うものとする。

（借受不動産の管理） （借受不動産の管理）
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第30条 第９条から前条までの規定は、借り受けた不 第21条 第７条から前条までの規定は、借り受けた不

動産の管理について準用する。 動産の管理についてこれを準用する。

第３章 公有財産の処分 第３章 公有財産の処分

（売払い） （売払い）

第31条 課長は、法第238条の５第１項の規定による 第22条 部長は、普通財産の売払いの事務手続をしよ

公有財産の売払いの事務手続をしようとするとき うとするときは、次に掲げる事項を記載した書面に

は、電子申請等システムを利用して、起案文書に次 より、総務部長の審査を受けなければならない。

に掲げる事項を電磁的方法により記録し、及び必要

な図面その他関係書類の電磁的記録を添付して（電

磁的記録を添付することができないときは、関連文

書を提出して）財源確保推進課長の関連審査を受け

なければならない。ただし、同システムを利用でき

ない場合には、次に掲げる事項を記載した書面に関

連文書を添えて財源確保推進課長の関連審査を受け

るものとする。

(１)～(７) 略 (１)～(７) 略

(８) 一般競争入札による場合は、入札の時期及び (８) 一般競争入札による場合は、入札の時期及び

場所並びに入札公告案 場所並びに入札心得書案

(９) 指名競争入札による場合は、指名者の氏名、 (９) 指名競争入札による場合は、指名者の氏名、

入札執行の時期及び入札公告案 入札執行の時期及び入札心得書案

(10) 略 (10) 略

(11) せり売りする場合は、せり売りの時期及び場 (11) せり売りする場合は、せり売りの時期及び場

所並びにせり売り公告案 所、並びにせり売り心得書案

(12)及び(13) 略 (12)及び(13) 略

２ 前項の書面には、必要な図面その他関係書類を添

えなければならない。

２ 公有財産を随意契約により売り払う場合は、当該

財産を買い受けようとする者から公有財産買受申請

書（様式第27号）を徴し、当該申請書の電磁的記録

を前項本文の起案文書に添付しなければならない。

ただし、電子申請等システムを利用できない場合に

は、当該申請書を関連文書として同項ただし書の書

面に添えるものとする。

（譲与又は減額譲渡） （譲与又は減額譲渡）

第32条 課長は、法第238条の５第１項の規定により 第23条 部長は、普通財産を譲与し、又は時価よりも

公有財産を譲与し、又は時価よりも低い価額で譲渡 低い価額で譲渡するときの事務手続をしようとする

するときの事務手続をしようとするときは、電子申 ときは、次に掲げる事項を記載した書面により、総

請等システムを利用して、起案文書に次に掲げる事 務部長の審査を受けなければならない。ただし、財

項を電磁的方法により記録し、及び必要な図面その 産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（昭和39

他関係書類の電磁的記録を添付して（電磁的記録を 年鳥取県条例第８号）第３条の規定により普通財産

添付することができないときは、関連文書を提出し の譲与又は減額譲渡を行う場合は、この限りでな

て）財源確保推進課長の関連審査を受けなければな い。



- 20 -

平成22年９月３日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第79号

らない。ただし、同システムを利用できない場合に

は、次に掲げる事項を記載した書面に関連文書を添

えて財源確保推進課長の関連審査を受けるものとす

る。

(１)～(10) 略 (１)～(10) 略

２ 前項本文の書面には、必要な図面その他関係書類

を添えなければならない。

２ 公有財産を譲与し、又は時価よりも低い価額で譲

渡する場合は、当該財産の譲与を受けようとする者

からは公有財産譲受申請書（様式第28号）を、時価

よりも低い価額での譲渡を受けようとする者からは

公有財産買受申請書を徴し、当該申請書の電磁的記

録を前項本文の起案文書に添付しなければならな

い。ただし、電子申請等システムを利用できない場

合には、当該申請書を関連文書として同項ただし書

の書面に添えるものとする。

３ 前２項の規定は、財産の交換、譲与、無償貸付等

に関する条例第３条の規定により公有財産の譲与又

は減額譲渡を行う場合については、適用しない。

第24条 削除

（処分の取消し） （処分の取消し）

第33条 知事は、公有財産の買受者又は譲受者が買受 第25条 知事は、普通財産の買受者又は譲受者が買受

財産又は譲受財産を指定した用途以外の用途に供し 財産又は譲受財産を指定した用途以外の用途に供し

たときは、３月以内において相当の期間を定め、指 たときは、３月以内において相当の期間を定め、指

定した用途に復するよう催告しなければならない。 定した用途に復するよう催告しなければならない。

２ 知事は、公有財産の買受者又は譲受者が前項の催 ２ 知事は、普通財産の買受者又は譲受者が前項の催

告を履行しないときは、直ちに公有財産の売買契約 告を履行しないときは、直ちに普通財産の売買契約

又は譲渡契約を解除するとともに必要な措置をとら 又は譲渡契約を解除するとともに必要な措置をとら

なければならない。 なければならない。

（交換） （交換）

第34条 課長は、法第238条の５第１項の規定による 第26条 部長は、普通財産の交換の事務手続をしよう

公有財産の交換の事務手続をしようとするときは、 とするときは、次に掲げる事項を記載した書面によ

電子申請等システムを利用して、起案文書に次に掲 り、総務部長の審査を受けなければならない。

げる事項を電磁的方法により記録し、及び必要な図

面その他関係書類の電磁的記録を添付して（電磁的

記録を添付することができないときは、関連文書を

提出して）財源確保推進課長の関連審査を受けなけ

ればならない。ただし、同システムを利用できない

場合には、次に掲げる事項を記載した書面に関連文

書を添えて財源確保推進課長の関連審査を受けるも

のとする。

(１)～(10) 略 (１)～(10) 略
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２ 前項の書面には、必要な図面その他関係図面を添

えなければならない。

２ 公有財産の交換をする場合は、県が財産の交換の

申入れをした場合を除き、自己所有財産を公有財産

と交換しようとする者から公有財産交換申請書（様

式第29号）を徴し、当該申請書の電磁的記録を前項

本文の起案文書に添付しなければならない。ただ

し、電子申請等システムを利用できない場合には、

当該申請書を関連文書として同項ただし書の書面に

添えるものとする。

（売払代金等の納付） （売払代金等の納付）

第35条 知事は、公有財産の売払代金又は交換差金 第27条 知事は、普通財産の売払代金又は交換差金

は、当該財産の引渡前にこれを納付させなければな は、当該財産の引渡前にこれを納付させなければな

らない。ただし、次の各号に掲げる場合において、 らない。ただし、次の各号に掲げる場合において、

知事は、当該譲渡を受ける者がその代金又は差金を 知事は、当該譲渡を受ける者がその代金又は差金を

一時に支払うことが困難であると認めるときは、当 一時に支払うことが困難であると認めるときは、当

該各号に掲げる期間以内の延納の特約をすることが 該各号に掲げる期間以内の延納の特約をすることが

できる。 できる。

(１) 略 (１) 略

(２) 公営住宅法（昭和26年法律第193号）第44条 (２) 公営住宅法（昭和26年法律第193号）第24条

第１項の規定により県営住宅等を入居者に譲渡す 第１項の規定により県営住宅等を入居者に譲渡す

る場合又は同条第３項の規定による用途の廃止に る場合又は同条第３項の規定による用途の廃止に

より生じた土地を当該廃止に係る県営住宅の入居 より生じた土地を当該廃止に係る県営住宅の入居

者に譲渡する場合 ７年 者に譲渡する場合 ７年

２ 部長は、普通財産の売払代金又は交換差金の延納

の特約の事務手続をしようとするときは、次に掲げ

る事項を記載した書面により、総務部長の審査を受

けなければならない。

(１) 売払い財産の名称

(２) 売払い財産の所在地、種別及び数量

(３) 売払代金又は交換差金

(４) 延納期限又は毎期の納付額及び利率

(５) 担保の種類

(６) 売払代金又は交換差金を一時に支払うことが

困難である理由

(７) その他参考となる事項

３ 前項の書面には、必要な図面その他関係書類を添

えなければならない。

（売払代金等の延納の申請） （売払代金等の延納の申請）

第36条 売払代金又は交換差金の延納の特約の承認を 第28条 売払代金又は交換差金の延納を受けようとす

受けようとする者は、買受代金等延納申請書（様式 る者は、買受代金等延納申請書（様式第13号）を知

第30号）を知事に提出しなければならない。 事に提出しなければならない。

２ 課長は、公有財産の売払代金又は交換差金の延納
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の特約の事務手続をしようとするときは、電子申請

等システムを利用して、起案文書に次に掲げる事項

を電磁的方法により記録し、及び必要な図面その他

関係書類の電磁的記録を添付して（電磁的記録を添

付することができないときは、関連文書を提出し

て）財源確保推進課長の関連審査を受けなければな

らない。ただし、同システムを利用できない場合に

は、次に掲げる事項を記載した書面に関連文書を添

えて財源確保推進課長の関連審査を受けるものとす

る。

(１) 売払財産の名称

(２) 売払財産の所在地、種別及び数量

(３) 売払代金又は交換差金

(４) 延納期限又は毎期の納付額及び利率

(５) 担保の種類

(６) 売払代金又は交換差金を一時に支払うことが

困難である理由

(７) その他参考となる事項

（担保） （担保）

第37条 知事は、第35条ただし書の規定により延納の 第29条 知事は、第27条第１項ただし書の規定により

特約を認めようとするときは、その相手方に担保提 延納の特約を認めようとするときは、その相手方を

供申請書（様式第31号）により担保を提供させなけ して担保提供申請書（様式第14号）により担保を提

ればならない。ただし、公有財産の譲渡を受けた者 供させなければならない。ただし、普通財産の譲渡

が国又は地方公共団体であるときは、担保を徴しな を受けた者が国又は地方公共団体であるときは、担

いことができる。 保を徴しないことができる。

２ 前項に規定する担保として提供することができる ２ 前項に規定する担保として提供することができる

ものは、次に掲げる財産とする。 ものは、次の各号に掲げる財産とする。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

３ 略 ３ 略

（担保物の保険） （担保物の保険）

第38条 知事は、前条第２項第４号に掲げる財産を担 第30条 知事は、前条第２項第４号に規定する財産を

保として提供させるときは、あらかじめその延納代 担保として提供させるときは、あらかじめその延納

金又は交換差金以上の金額を保険金額とし、県を被 代金又は交換差金以上の金額を保険金額とし、県を

保険者とする損害保険契約を締結させ、その保険証 被保険者とする損害保険契約を締結させ、その保険

書を提出させなければならない。 証書を提出しなければならない。

２ 略 ２ 略

（延納利息） （延納利息）

第39条 公有財産の売払代金又は交換差金の延納を認 第31条 普通財産の売払代金又は交換差金の延納を認

められた者は、年6.5パーセント（教育又は社会事 められた者は、年6.5パーセント（教育又は社会事

業を営む団体で当該財産を営利の目的とし、又は利 業を営む団体で当該財産を営利の目的とし、又は利

益をあげる用途に供する場合にあっては、年7.5パ 益をあげる用途に供する場合にあっては、年7.5パ

ーセント）により計算した利息を納付しなければな ーセント）により計算した利息を納付しなければな
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らない。 らない。

（増担保又は代替担保） （増担保又は代替担保）

第40条 略 第32条 略

２ 第38条第１項の規定は、前項の規定による担保の ２ 第30条第１項の規定は、前項の規定による担保に

提供について準用する。 ついてこれを準用する。

（担保の解除） （担保の解除）

第41条 略 第33条 略

２ 知事は、売払代金又は交換差金が完納されたとき

は、遅滞なく担保解除の手続をしなければならな

い。

（延納の取消し） （延納の取消し）

第42条 知事は、延納の特約を認められた者が第38条 第34条 知事は、延納の特約を認められた者が第30条

第２項及び第40条第１項に規定する措置に従わない 第２項及び第32条第１項に規定する措置に従わない

場合又は納付期日までに納付すべき延納代金、交換 場合又は納付期日までに納付すべき延納代金、交換

差金及び延納利息を納付しない場合には、延納の特 差金及び延納利息を納付しない場合には、延納の特

約を取り消さなければならない。 約を取消さなければならない。

２ 略 ２ 略

第４章 台帳 第４章 台帳

（公有財産台帳） （公有財産台帳）

第43条 知事は、法第238条第１項各号に掲げる公有 第35条 知事は、公有財産の分類に従い、公有財産台

財産の区分（不動産にあっては、土地、建物、建物 帳（様式第15号）を備えなければならない。

以外の工作物及び立木をその区分とする。）ごと

に、公有財産台帳（様式第32号）を備えなければな

らない。

２ 前項の公有財産台帳には、その従物及び工作物の ２ 前項の公有財産台帳には、その従物及び工作物の

設置状況を記載した書面並びに必要な図面その他関 設置状況を記載した書面並びに別に定める公有財産

係書類（以下「台帳付属書類」という。）を添えな 台帳付属図面作成基準により作成した図面を添えな

ければならない。 ければならない。

３ 知事は、公有財産につき、取得、所属換、処分そ ３ 知事は、公有財産につき、取得、所属換、処分そ

の他の理由に基づく変動があった場合においては、 の他の理由に基づく変動があった場合においては、

直ちに公有財産台帳に記載し、必要な台帳付属書類 直ちに公有財産台帳に記載しなければならない。

を添えなければならない。

（公有財産貸付簿） （普通財産貸付簿）

第44条 知事は、公有財産貸付簿（様式第33号）を備 第36条 知事は、普通財産貸付簿（様式第16号）を備

え、公有財産の貸付けの状況を明らかにしておかな え普通財産の貸付けの状況を明らかにしておかなけ

ければならない。 ればならない。

（行政財産使用許可簿） （行政財産使用許可簿）

第45条 知事は、行政財産使用許可簿（様式第34号） 第37条 知事は、行政財産使用許可簿（様式第17号）
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を備え、使用許可の状況を明らかにしておかなけれ を備え、行政財産の使用の状況を明らかにしておか

ばならない。 なければならない。

（行政財産土地貸付簿）

第37条の２ 知事は、行政財産土地貸付簿（様式第17

号の２）を備え、行政財産である土地の貸付けの状

況を明らかにしておかなければならない。

（公有財産地上権設定簿） （行政財産地上権設定簿）

第46条 知事は、公有財産地上権設定簿（様式第35 第37条の３ 知事は、行政財産地上権設定簿（様式第

号）を備え、公有財産である土地の地上権の設定の 17号の３）を備え、行政財産である土地の地上権の

状況を明らかにしておかなければならない。 設定の状況を明らかにしておかなければならない。

（その他の私権設定に係る帳簿）

第47条 知事は、普通財産に地役権その他の私権（地

上権を除く。）を設定する場合は、前条の規定に準

じ、当該私権の設定に係る帳簿を備え、その私権の

設定の状況を明らかにしておかなければならない。

（不動産等借受簿） （不動産等借受簿）

第48条 知事は、不動産等借受簿（様式第36号）を備 第38条 知事は、不動産等借受簿（様式第18号）を備

え、不動産等の借受状況を明らかにしておかなけれ え、不動産等の借受状況を明らかにしておかなけれ

ばならない。 ばならない。

（延納代金整理簿） （延納代金整理簿）

第49条 知事は、第35条ただし書の規定により延納の 第39条 知事は、第27条第１項ただし書の規定により

特約を認めたときは、延納代金整理簿（様式第37 延納の特約を認めたときは、延納代金整理簿（様式

号）を備え、延納代金の収納等の状況を明らかにし 第19号）を備え、延納代金の収納等の状況を明らか

ておかなければならない。 にしておかなければならない。

第５章 報告及び通知 第５章 報告及び通知

（取得等の事務手続の報告） （取得等の事務手続の報告）

第50条 課長等は、次に掲げる事務に係る事務手続を 第40条 部長は、次の各号に掲げる事務に係る事務手

終了したときは、その終了の日から７日以内に、事 続を終了したときは、その終了の日から７日以内

務手続終了報告書（様式第38号）に必要な図面その に、事務手続終了報告書（様式第20号）により総務

他関係書類を添付して財源確保推進課長に報告しな 部長に報告しなければならない。

ければならない。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 公有財産の貸付け (４) 行政財産である土地の貸付け

(５) 公有財産の地上権の設定 (５) 行政財産である土地の地上権の設定

(６) 公有財産の地役権その他の私権（地上権を除 (６) 普通財産の貸付け

く。）の設定

(７)～(９) 略 (７)～(９) 略

(10) 前各号に掲げる事務のほか、第43条から前条 (10) 前各号に掲げる事務のほか、第35条から第39



- 25 -

平成22年９月３日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第79号

までに規定する帳簿の記載事項又は記載事項の変 条までに規定する帳簿の記載事項又は記載事項の

更に係る事務 変更に係る事務

（滅失又はき損の報告） （滅失又は毀損の報告）
き

第51条 部長（別に定める軽易なものについては課長 第41条 部長は、その所属に係る公有財産が天災その

等）は、その管理に係る公有財産が災害その他の事 他の事故により滅失又は毀損したときは、直ちにそ

故により滅失し、又はき損したときは、直ちにその の状況を調査し、次の各号に掲げる事項を記載した

状況を調査し、次に掲げる事項を記載した書面に必 書面により総務部長に報告しなければならない。

要な図面、写真その他関係書類を添えて総務部長に

報告しなければならない。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 滅失し、又はき損した財産の保全又は復旧の (５) 滅失又は毀損した財産の保全又は復旧のため

ためにとった応急措置 にとった応急措置

(６)及び(７) 略 (６)及び(７) 略

（公有財産の増減通知） （公有財産の増減通知）

第52条 知事は、毎会計年度における公有財産の増減 第42条 知事は、毎会計年度における公有財産の増減

高及び毎会計年度末における公有財産の現在高を翌 高及び毎会計年度末における公有財産の現在高を翌

年度の６月10日までに公有財産増減通知書（様式第 年度の６月10日までに公有財産増減通知書（様式第

39号）により会計管理者に通知しなければならな 21号）により会計管理者に通知しなければならな

い。 い。

第６章 雑則

（暴力団等の排除）

第53条 知事は、この規則の規定による公有財産の事

務の相手方（法人その他の団体にあっては、役員等

当該団体の構成員を含む。）が、次の各号のいずれ

かに該当する場合は、これらのものを利することと

ならないよう別に定めるところにより必要な措置を

講ずるものとする。

(１) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴対

法」という。）第２条第２号に規定する暴力団を

いう。以下同じ。）

(２) 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴

力団員をいう。以下同じ。）

(３) 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活

動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な

関係を有する者

（雑則）

第54条 この規則に定めるもののほか、この規則の施

行に関し必要な事項は、知事が別に定める。
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第２条 鳥取県公有財産事務取扱規則の一部を次のように改正する。

様式第１号から様式第７号までを次のように改める。

様式第１号（第７条関係）

寄附申込書

鳥取県知事 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり財産を寄附したいので、関係書類を添えて申し込みます。

所在地

土地、建物等の別

土地の地目、建物等の種別・構造

数量

当該財産に係る権利、義務等

寄附の条件

関係書類

添付書類（原本を各１部添付すること。）

１ 所有権移転承諾関係書類

２ 登記、登録等をすることができる財産を寄附する場合にあっては、登記、登録等に必要な書類（住

民票、印鑑登録証明書等）

様式第２号（第９条関係）

番 号

年 月 日

公有財産引継書

引受者

職 氏 名 様

引継者

職 氏 名 印

担当者名

所 属

電話番号

年 月 日付けで（ ）になった公有財産を、次のとおり引き継ぎます。
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１ 公有財産の概要

(１) 土地

名称 所在地 分類 用途
地目 数量 登記の有無 引継後の

備考
公簿 現況 公簿 実測 及び年月日 財産所管課

合 計

(２) 建物その他の財産（ ）

名称 種別 所在地 分類 用途 構造
数量 登記の有無 引継後の

備考
建床 延床 件 及び年月日 財産所管課

合 計

２ 付属書類

(１) 公有財産台帳その他の台帳の写し

(２) 登記簿又は登記簿の謄本若しくは抄本

(３) 関係図面等

(４) 公有財産を取得した際の契約書の写し

(５) 公有財産の時価見積額その他参考事項を記載した書面

記載要領

１ 名称欄には、公有財産台帳の名称と同一の名称を記入すること。

２ 分類欄には、行政財産と普通財産の別を記入すること。

３ 用途欄には、次の項目の別を記入すること。

(１) 行政財産

ア 公用財産 本庁舎、警察（消防）施設、その他の施設

イ 公共用財産 学校、公営住宅、公園、その他の施設、山林敷地

(２) 普通財産

職員宿舎、警察職員宿舎、貸付財産、事業施行関連用地等、未利用財産、山林敷地

４ 「建物その他の財産（ ）」の（ ）内には、建物以外の場合における財産区分を、地方自治法第

238条第１項に掲げる公有財産の区分に従い記入すること。

５ 種別欄には、建物の場合はその棟の名称、その他の場合は種類、使用態様等を記入すること。

６ 構造欄には、木造平家建、鉄筋コンクリート造３階建等具体的に記入すること。

７ 数量の単位は、面積を単位とするものは平方メートルで、従物、権利等は件数とすること。

８ 備考欄には、用途変更（廃止）があった場合における従前の用途、株券社債券等の場合における額面金

額等を記入すること。

様式第３号（第９条関係）

番 号

年 月 日

公有財産引受書

引継者



- 28 -

平成22年９月３日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第79号

職 氏 名 様

引受者

職 氏 名 印

担当者名

所 属

電話番号

年 月 日付第 号で引継ぎの通知があった公有財産については、下記のとおり引き受けました。

公有財産の概要

１ 土地

名称 所在地 分類 用途
地目 数量 登記の有無 引受前の

備考
公簿 現況 公簿 実測 及び年月日 財産所管課

合 計

２ 建物その他の財産（ ）

名称 種別 所在地 分類 用途 構造
数量 登記の有無 引受前の

備考
建床 延床 件 及び年月日 財産所管課

合 計

記載要領

※様式第２号の記載要領に従い記載すること。

様式第４号（第10条関係）

公有財産用途（原形）変更（廃止）承認申請書

番 号

年 月 日

職 氏 名 様

職 氏 名 印

担当者名

電話番号

下記のとおり公有財産の用途（原形）を変更（廃止）したいので承認していただきますようお願いし

ます。

財産の分類

財産の名称

財産の所在地

土地、建物等の別

土地の地目、建物等の種別・構造

用途（原形）変更（廃止）の内容
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用途（原形）変更（廃止）の理由

用途（原形）変更（廃止）の数量

用途（原形）変更（廃止）前の数量

用途（原形）変更（廃止）後の数量

契約の方法

支出科目

経費の内訳 予算額 支出済額 予算残額

施工期間 年 月 日から 年 月 日まで

原形変更前の構造

原形変更後の構造

（注） 原形の変更の場合にあっては、原形変更前の図面及び関係図面を添付すること。

様式第５号（第11条関係）

その１（会議室等の使用、職員等の駐車場としての使用以外の使用の場合）

行政財産使用許可申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

保証人

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり行政財産を使用したいので、許可していただきますようお願いします。

使用しようとする財産の名称

所在地

土地、建物等の別及び建物等の

場合はその種別

使用目的

使用数量

使用期間
年 月 日から

年 月 日まで

関係図面 別添のとおり
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その２（会議室等の使用を申請する場合）

行政財産（会議室等）使用許可申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり行政財産（会議室等）を使用したいので、許可していただきますようお願いします。

使用しようとする財産（会議室

等）の名称

所在地

会議室等の種別

使用目的

使用数量

使用期間
年 月 日 時 分から

年 月 日 時 分まで

集合予定人員

冷暖房使用の有無 有 無

その３（職員等の駐車場としての使用を申請する場合）

行政財産（職員等駐車場）使用許可申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり駐車場として行政財産を使用したいので、許可していただきますようお願いします。

駐車予定車両の登録番号

使用しようとする財産（駐車

場）の名称

所在地
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使用面積又は使用区画

使用期間
年 月 日から

年 月 日まで

代表納付者氏名

注１ 使用区画は、１人当たり１区画とすること。

２ 使用期間は、１会計年度以内とすること。

３ 代表納付者とは、他の使用者から当該使用者が支払う使用料の納付について委任を受けた者で、自己

の使用料と併せて一括して納付するものをいう。

様式第６号（第11条関係）

その１（会議室等の使用、職員等の駐車場としての使用以外の使用の場合）

行政財産使用許可申請書兼使用料減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

保証人

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり行政財産を使用したいので、許可していただきますようお願いします。

併せて、使用料の減免を受けたいので申請します。

使用しようとする財産の名称

所在地

土地、建物等の別及び建物等の

場合はその種別

使用目的

使用数量

使用期間
年 月 日から

年 月 日まで

減免申請の理由

関係図面 別添のとおり

その２（会議室等の使用を申請する場合）
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行政財産（会議室等）使用許可申請書兼使用料減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり行政財産（会議室等）を使用したいので、許可していただきますようお願いします。

併せて、使用料の減免を受けたいので申請します。

使用しようとする財産（会議室

等）の名称

所在地

会議室等の種別

使用目的

使用数量

使用期間
年 月 日 時 分から

年 月 日 時 分まで

集合予定人員

冷暖房使用の有無 有 無

減免申請の理由

その３（職員等の駐車場としての使用を申請する場合）

行政財産（職員等駐車場）使用許可申請書兼使用料減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり駐車場として行政財産を使用したいので、許可していただきますようお願いします。

併せて、使用料の減免を受けたいので申請します。

駐車予定車両の登録番号

使用しようとする財産（駐車
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場）の名称

所在地

使用面積又は使用区画

使用期間
年 月 日から

年 月 日まで

減免申請の理由

代表納付者氏名

注１ 使用区画は、１人当たり１区画とすること。

２ 使用期間は、１会計年度以内とすること。

３ 代表納付者とは、他の使用者から当該使用者が支払う使用料の納付について委任を受けた者で、自己

の使用料と併せて一括して納付するものをいう。

様式第７号（第11条関係）

その１（会議室等の使用、職員等の駐車場としての使用以外の使用を許可する場合）

行政財産使用許可書

鳥取県指令 第 号

申請者

住所

氏名

年 月 日付けで申請があった行政財産の使用については、地方自治法第238条の４第７項の規

定により別紙の条件を付して許可をします。

年 月 日

職氏名 印

（別紙）

許 可 条 件

１ 使用を許可する物件は、次のとおりとする。

財産名称及び使用場所 別紙図面のとおり

所 在 地

土地の地目又は建物若しくは工作物の種別及び構造

使用数量

２ 使用者は、前項の物件を に使用しなければならない。

３ 使用期間 年 月 日から 年 月 日まで

使用期間を更新しようとするときは、使用期間満了１月前までに書面をもって知事に申請するこ

と。

４ 使用料は一金 円とし、知事が発行する納入通知書により納付すること。ただし、冷暖

房を使用した場合は、使用日数又は使用時間に応じて、冷暖房料を負担すること。

５ 知事は、経済情勢の変動、鳥取県行政財産使用料条例又はそれに基づく規定の改廃その他の事情の

変更に基づいて、特に必要があると認める場合には、使用料を改定することができる。

６ 使用物件は、維持保存のため、通常必要とする経費のほか、当該使用物件に付帯する電話、電気、
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ガス、水道等の諸設備の経費を負担すること。

７ 使用物件は、常に善良な管理者の注意をもって使用すること。

８ 使用期間中、使用物件を第２項に指定する使用目的以外の用に供しないこと。

９ 使用物件について修繕、模様替等をしようとするとき、又は使用許可を受けた内容を変更しようと

するときは、あらかじめ書面をもって知事の承認を得ること。

10 使用物件を他の者に使用させ、又は担保に供しないこと。

11 使用物件の使用により鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号のいずれかに該当する者に利益を与

えないこと。

12 県において公用又は公共用に供するため使用物件を必要とするとき、許可条件に違反したとき、又

は使用に係る知事の指示に従わないときは、使用許可の取消し又は変更をすることがある。

13 使用許可を取り消したとき、又は使用期間が満了したときは、自己の負担において知事が指定する

期日までに使用物件を原状に回復して返還すること。ただし、知事が特に承認したときは、この限り

でない。

14 知事は、使用者が原状回復の義務を履行しないときは、使用者の負担においてこれを行うことがあ

る。この場合使用者は、何らの異議を申し立てることはできない。

15 使用者の責めに帰する事由により使用物件の全部又は一部を滅失し、又はき損したときは、当該滅

失又はき損による使用物件の損害額に相当する金額を損害賠償として支払うこと。ただし、第13項の

規定により使用物件を原状に回復した場合は、この限りでない。

16 使用許可の取消しがあったときは、使用物件に投じた改良のための有益費、修繕費等の費用は請求

することはできない。

17 使用物件について随時に実地調査し、又は所要の報告を求め、その使用に関し必要な指示をするこ

とがある。

18 この物件の使用について疑義を生じたときは、すべて知事が決定する。

（教示）

１ この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内

に、鳥取県知事に対して審査請求をすることができます。なお、処分があったことを知った日の翌日

から起算して60日以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をするこ

とができなくなります。

また、上記の審査請求に対する裁決に不服がある場合には、裁決があったことを知った日の翌日か

ら起算して30日以内に総務大臣に再審査請求をすることができます。

２ また、処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内

に、鳥取県を被告として（訴訟において鳥取県を代表する者は鳥取県知事となります。）、提起する

ことができます。なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、処

分の日の翌日から起算して１年を経過すると提起できなくなります。ただし、処分に対する審査請求

をした場合には、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内

に処分の取消しの訴えを提起することができますが、当該審査請求に対する裁決があった日の翌日か

ら起算して１年を経過すると提起できなくなります。

その２（会議室等の使用を許可する場合）

行政財産（会議室等）使用許可書

鳥取県指令 第 号

申請者

住所
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氏名

年 月 日付けで申請があった行政財産の使用については、地方自治法第238条の４第７項の規

定により下記の条件を付して許可をします。

年 月 日

職氏名 印

記

使用目的

財産の名称及び使用場所

使用数量

使用期間
年 月 日 時 分から

年 月 日 時 分まで

使用料

使用料納入期限及び納入方法

冷暖房使用の有無 有 無

備考

１ 使用目的以外の用途に使用しないこと。

２ 他の者に使用させないこと。

３ 使用料は、使用開始前までに納入すること。

４ 冷暖房を使用した場合は、冷暖房料を負担すること。

５ 建物、付属施設及び備品等をき損し、又は滅失したときは、これを原形に復し、又はその損害額に相

当する金額を損害賠償として支払うこと。

６ 次に掲げる行為をしないこと。

(１) けん騒にわたり執務の妨げとなる行為

(２) 威かく的行為、粗野又は乱暴な言動で他人に迷惑をかける等の行為

(３) はなはだしく不体裁にわたる行為

(４) 引火又は発火がしやすい物を持ち込むこと。

７ 使用物件の使用により鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号のいずれかに該当する者に利益を与え

ないこと。

８ 県において公用又は公共用に供するため使用物件を必要とするとき、許可条件に違反したとき、又は

使用に係る庁舎管理者の指示に従わないときは、使用許可の取消し又は変更をすることがある。

（教示）

※その１に準じて教示文を記載すること。

その３（職員等の駐車場としての使用を申請する場合）

行政財産（職員等駐車場）使用許可書

鳥取県指令 第 号

申請者

住所

氏名
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年 月 日付けで申請があった行政財産の使用については、地方自治法第238条の４第７項の規

定により別紙の条件を付して許可をします。

（なお、申請のあった使用料の減免については、下記のとおり承認します。）

記

駐車車両の登録番号

減免率

年 月 日

職氏名 印

（別紙）

許 可 条 件

１ 使用を許可する駐車場は、次のとおりとする。

財産の名称及び使用場所 別紙図面のとおり

所 在 地

使用面積又は使用区画

２ 使用期間 年 月 日から 年 月 日まで

使用期間を更新しようとするときは、使用期間満了前までに庁舎管理者に届けること。

３ 使用料は一金 円（月額使用料 円）とする。

なお、使用料は月額使用料を当該月の月末までに納付しなければならない。

４ 使用物件は、常に善良な管理者の注意をもって使用すること。

５ 使用期間中、使用物件を使用目的以外の用に供しないこと。

６ 使用許可を受けた内容を変更しようとするときは、あらかじめ書面をもって庁舎管理者の承認を得る

こと。

７ 使用物件を他の者に使用させないこと。

８ 使用物件の使用により鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号のいずれかに該当する者に利益を与え

ないこと。

９ 県において公用又は公共用に供するため使用物件を必要とするとき、許可条件に違反したとき、又は

使用に係る庁舎管理者の指示に従わないときは、使用許可の取消し、変更又は使用の制限をすることが

ある。

10 使用許可を取り消したとき、又は使用期間が満了したときは、自己の負担において庁舎管理者が指定

する期日までに使用物件を原状に回復して返還すること。ただし、庁舎管理者が特に承認したときは、

この限りでない。

11 庁舎管理者は、使用者が原状回復の義務を履行しないときは、使用者の負担においてこれを行うこと

がある。この場合使用者は、何らの異議を申し立てることはできない。

12 使用者の責めに帰する事由により使用物件の全部又は一部を滅失し、又はき損したときは、当該滅失

又はき損による使用物件の損害額に相当する金額を損害賠償として支払うこと。ただし、第10項の規定

により使用物件を原状に回復した場合は、この限りでない。

13 使用物件について随時に実地調査し、又は所要の報告を求め、その使用に関し必要な指示をすること

がある。

14 庁舎管理者の定めた駐車証明書等は駐車する自家用車内に保管携帯しておき、駐車する時は外部から
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確認できるよう運転席付近に掲示するものとする。

15 この物件の使用について疑義を生じたときは、すべて庁舎管理者が決定する。

（教示）

※その１に準じて教示文を記入すること。

様式第７号の２から様式第７号の８までを削る。

様式第８号から様式第12号までを次のように改める。

様式第８号（第13条関係）

行政財産使用許可内容変更承認申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり行政財産の使用許可内容を変更したいので、承認していただきますようお願いします。

使用している財産の名称

所在地

土地、建物等の別及び建物の場

合はその種別

使用許可年月日 年 月 日

数量・期間・車両番号・原形・その他（ ）

変更内容 変更前

変更後

変更理由

関係図面 別添のとおり

様式第９号（第13条関係）

行政財産使用許可内容変更承認申請書兼使用料減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号
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担当者名

下記のとおり行政財産の使用許可内容を変更したいので、承認していただきますようお願いします。

併せて、使用料の減免を受けたいので申請します。

使用している財産の名称

所在地

土地、建物等の別及び建物の場

合はその種別

使用許可年月日 年 月 日

数量・期間・車両番号・原形・その他（ ）

変更内容 変更前

変更後

変更理由

減免申請の理由

関係図面 別添のとおり

様式第10号（第13条関係）

行政財産使用許可内容変更承認書

鳥取県指令 第 号

申請者

住所

氏名

年 月 日

職氏名 印

年 月 日付けで申請があった行政財産の使用許可内容の変更については、鳥取県公有

財産事務取扱規則第13条の規定により、下記のとおり承認します。

使用している財産の名称

所在地

土地、建物等の別及び建物の場

合はその種別

変更の内容

使用料

（承認の条件）

備考
（承認の条件を付した場合は教示）

様式第11号（第14条関係）

その１（職員等の駐車場としての使用以外の使用の場合）

行政財産使用料減免申請書

職 氏 名 様
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年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記の行政財産の使用について使用料の減免を受けたいので申請します。

使用する財産の名称

所在地

使用目的

使用数量

使用期間
年 月 日（ 時 分）から

年 月 日（ 時 分）まで

使用料

減免申請の理由

その２（職員等の駐車場としての使用の場合）

行政財産（職員等駐車場）使用料減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記の行政財産の使用について使用料の減免を受けたいので申請します。

駐車予定車両の登録番号

使用する財産の名称

所在地

使用面積又は使用区画

使用期間
年 月 日から

年 月 日まで

使用料

減免申請の理由

様式第12号（第16条関係）
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使用許可取消通知書

鳥取県指令 第 号

申請者

住所

氏名

年 月 日

職 氏 名 印

年 月 日付第 号で行った行政財産の使用の許可については、地方自治法第238条の４

第９項の規定により、下記のとおり取り消します。

取消しの理由

取消しの期日 年 月 日

財産の名称

所在地

土地、建物等の別及び建

物の場合はその種別

使用目的

使用数量

使用許可期間
年 月 日から

年 月 日まで

備考

１ この処分に不服がある場合には、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して60日以内に、鳥取県知事に対して審査請求をすることがで

きます。なお、処分があったことを知った日の翌日から起算して60日以内

であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をす

ることができなくなります。

また、上記の審査請求に対する裁決に不服がある場合には、裁決があっ

たことを知った日の翌日から起算して30日以内に総務大臣に再審査請求を

することができます。

教示 ２ また、処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して６か月以内に、鳥取県を被告として（訴訟において鳥取県を

代表する者は鳥取県知事となります。）、提起することができます。な

お、処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であって

も、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると提起できなくなりま

す。ただし、処分に対する審査請求をした場合には、当該審査請求に対す

る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に処分の取

消しの訴えを提起することができますが、当該審査請求に対する裁決があ

った日の翌日から起算して１年を経過すると提起できなくなります。

様式第21号中「第42条関係」を「第52条関係」に改め、同様式その６を同様式その７とし、同様式その５を

同様式その６とし、同様式その４を同様式その５とし、同様式その３を同様式その４とし、同様式その２を同

様式その３とし、同様式その１を同様式その２とし、同様式その２の前の公有財産増減通知書を同様式その１

とし、同様式に次のように加え、同様式を様式第39号とする。
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（その８）

公 有 財 産 増 減 通 知 書

不動産の信託の受益権

区 分 前年度末現在高 決算年度中増減高 決算年度末現在高

何 々 件 件 件

備考 不動産の信託の類型ごとに区分して記載すること。

様式第39号の前に次の１様式を加える。

様式第38号（第50条関係）

（その１）

第 号

年 月 日

事務手続終了報告書

職 名 様

職 名 印

担当者名

所 属

電話番号

下記の公有財産の（ ）の事務手続を終了したので報告します。

１ 土地

名称 所在地 分類 用途
地目 数量

価額
異動

備考
公簿 現況 元 増 減 現在 年月日

合 計

２ 建物その他の財産（ ）

名称 種別 所在地 分類 用途 構造
数量

価額
異動

備考
元 増 減 現在 年月日

合 計

付属書類

１ 土地については、契約書、登記又は登録を証する書類、境界確認書、関係図面等及び公有財産台帳の

写しその他参考となる書類

２ 建物については、契約書、登記又は登録を証する書類、関係図面及び公有財産台帳の写しその他参考

となる書類

３ 地上権、鉱業権等については、登記又は登録を証する書類、関係図面及び公有財産台帳の写しその他

参考となる書類

４ 株券、社債券等については、当該証券及び公有財産台帳の写しその他参考となる書類
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記載要領

１ 名称欄には、公有財産台帳の名称と同一の名称を記入すること。

２ 分類欄には、行政財産と普通財産の別を記入すること。

３ 用途欄には、次の項目の別を記入すること。

(１) 行政財産

ア 公用財産 本庁舎、警察（消防）施設、その他の施設

イ 公共用財産 学校、公営住宅、公園、その他の施設、山林敷地

(２) 普通財産

職員宿舎、警察職員宿舎、貸付財産、事業施行関連用地等、未利用財産、山林敷地

４ 数量の単位は、面積を単位とするものは平方メートルで、従物、権利等は件数を、株券、社債券は株

数を、金額は額面金額とし、取得価額を備考欄に記入すること。

５ 数量が減になる場合は、記入する数値の前に「△」を記入すること。

６ 備考欄には、異動事由、従前の用途等を記入すること。

７ 「建物その他の財産（ ）」の（ ）内には、建物以外の場合における財産区分を、地方自治法

第238条第１項に掲げる公有財産の区分に従い記入すること。

８ 種別欄には、建物の場合はその棟の名称、その他の場合は種類、使用態様等を記入すること。

９ 構造欄には、木造平家建、鉄筋コンクリート造３階建等具体的に記入すること。

（その２）

番 号

年 月 日

事務手続終了報告書

職 名 様

職 名 印

担当者名

所 属

電話番号

公有財産
下記 の（ ）の事務手続を終了したので報告します。

不 動 産

１ 土地

地目 使用許可 使用料
相手方

契約

名称 所在地 分類 用途
公簿 現況

数量 貸付借受 貸付料 期間
住所氏名

締結 備考

数量 借受料 年月日

～

～

合 計

２ 建物その他の財産（ ）

使用許可 使用料
相手方

契約

名称 種別 所在地 分類 用途 構造 数量 貸付借受 貸付料 期間
住所氏名

締結 備考

数量 借受料 年月日

～
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～

合 計

記載要領

※（その１）の記載要領に記載された内容のほか、次に掲げる事項に従い記入すること。

１ 数量欄には、使用許可・貸付・借受の対象となる財産の全体数量を記入すること。

２ 期間欄には、「いつからいつまで」という形で、具体的な年月日時間を記入すること。

３ 備考欄には、料金算出根拠、減免理由等を記入すること。

（その３）

番 号

年 月 日

事務手続終了報告書

職 名 様

職 名 印

担当者名

所 属

電話番号

下記のとおり普通財産の売払代金等の延納の事務手続を終了したので報告します。

契約年月日

売払財産の名称

所在地

土地、建物等の別

土地の地目、建物等の種別・構造

数量

売払代金

延納回数及び延納金額

既納の売払代金

延納を取り消した理由

延納の取消しによる担保物件の処理結果

様式第20号を削る。

様式第19号中「第39条関係」を「第49条関係」に改め、同様式を様式第37号とする。

様式第18号中「第38条関係」を「第48条関係」に改め、同様式を様式第36号とする。

様式第17号の３中「第37条の３関係」を「第46条関係」に、「行政財産地上権設定簿」を「公有財産地上権

「
設定簿」に、 名 称

「
財産の種類

を
」 名 称

に改め、同様式を様式第35号とし、同様式の前に次の１様式を加える。
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」

様式第34号（第45条関係）

その１（会議室等の使用、職員等の駐車場としての使用以外の使用の場合）

行政財産使用許可簿

対象年度： 年度

財産所管課（又は財産管理担当機関）：

１ 土地

所
現況 使用

使用 当初 使用 使用料 相手方 使用料の詳細
備

名称 在
地目 目的

数量 許可 使用許可 許可
単価

本年度 住 氏 算定 算定 減免率 減免
考

地 年月日 年月日 期間 使用料 所 名 額 方法 (額) 理由

～ 月額・年額

～ 月額・年額

合 計

２ 建物又は工作物

種
所
構 使用

使用 当初 使用 使用料 相手方 使用料の詳細
備

名称
別
在
造 目的

数量 許可 使用許可 許可
単価

本年度 住 氏 算定 算定 減免率 減免
考

地 年月日 年月日 期間 使用料 所 名 額 方法 (額) 理由

～ 月額・年額

～ 月額・年額

合 計

記載要領

１ 行政財産使用許可簿は、年度ごとに作成すること。

２ 名称欄には、公有財産台帳の名称と同一の名称を記入すること。

３ 種別欄には、建物の場合はその棟の名称、工作物の場合は種類、使用態様等を記入すること。

その２（会議室等の使用の場合）

行政財産（会議室等）使用許可簿

（行政財産の名称又は区分）

使用
許可 使用年月日 使用 使用許可

使用者 使用料

許可
番号 使用時間 目的 面積[㎡] 住所 氏名

金額 納入 備考

年月日 [円] 年月日

時 分から

時 分まで

時 分から

時 分まで
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時 分から

時 分まで

時 分から

時 分まで

時 分から

時 分まで

記載上の注意事項

１ 会議室予約データベース等により管理している場合は、当該データベースをもって使用許可簿とする。

２ 行政財産の名称又は区分欄には、会議室、教室又はグラウンド、庭球コート等と記載するものとする。

３ 会議室が複数ある場合には、それぞれの会議室ごとに使用許可簿を作成し、整理するものとする。

４ 使用者欄については、法人の場合は当該法人の所在地、法人の名称及び法人の代表者名を記載するもの

とする。

その３（職員等の駐車場としての使用の場合）

行政財産（職員等駐車場）使用許可簿

（行政財産の名称）

使用者
登録番号 使用許可期間 駐車場所

使用料
備考

所属 氏名 月額（年額）[円]

記載上の注意事項

１ 使用者の所属欄については、県職員以外の者の使用の場合には、使用者が所属する団体名を記載するも

のとする。

２ 代表者申請により駐車場を使用させる場合は、使用者欄及び登録番号欄には代表者について記載し、備

考欄に代表者申請であることを明記するものとする。

３ 代表納付により使用料を納付する場合は、その旨を備考欄に記載するものとし、代表納付者について

は、その旨を併せて記載するものとする。

様式第34号の前に次の１様式を加える。

様式第33号（第44条関係）

公有財産貸付簿

対象年度： 年度

財産所管課（又は財産管理担当機関）：

分 類：

１ 土地

所
現況 貸付

当初
貸付 貸付

貸付料 相手方 貸付料の詳細
備

名称 在
地目 目的

数量 貸付
年月日 期間 単価

本年度 住 氏 算定 算定 減免率 減免
考
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地 年月日 貸付料 所 名 額 方法 (額) 理由

～ 月額・年額

～ 月額・年額

合 計

２ 建物その他の財産（ ）

種
所
構 貸付

当初
貸付 貸付

貸付料 相手方 貸付料の詳細
備

名称
別
在
造 目的

数量 貸付
年月日 期間 単価

本年度 住 氏 算定 算定 減免率 減免
考

地 年月日 貸付料 所 名 額 方法 (額) 理由

～ 月額・年額

～ 月額・年額

合 計

記載要領

１ 公有財産貸付簿は、年度ごとに作成すること。

２ 分類欄には、行政財産と普通財産の別を記入し、それぞれの財産について、別々に管理すること。

３ 名称欄には、公有財産台帳の名称と同一の名称を記入すること。

４ 種別欄には、建物の場合はその棟の名称を記入すること。

様式第16号から様式第17号の２までを削る。

様式第15号中「第35条関係」を「第43条関係」に改め、同様式その２中「（土地）」を「土地」に、「用益

物件等」を「用益物権等」に、「沿革欄には、この台帳の一行目に登載した年月日現在までの沿革、旧用途、

取得先、取得価額、買入れ、寄附、売却、無償譲渡、所属換等を記入する。」を「４ 沿革欄には、この台帳

の一行目に登載した年月日現在までの沿革、旧用途、取得先、取得価額、買入れ、寄附、売却、無償譲渡、所

属換等を記入する。」に改める。

様式第15号その８を同様式その10とし、同様式その７を同様式その９とし、同様式その６を同様式その８と

し、同様式その８の前に同様式その７として次のように加える。

（その７）

航 空 機

名 称

所在地

国 籍 記 号 全 長
名称 個数 名称 個数

区
航空機

登録記号 全 幅

分 耐空証明
全 高

書番号

製造年月 型

種 製 造 者
発動機

式 主要

目
製造番号

出 設備

力 及び

名
型 式

巡 航 属具

称 速 度

機 体 乗員数

用
全 備

途 翼
重 量
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登録
文書 記 載 年

印

年月日 摘要 数量 価額 備考
日付 月日

年月日
目 記号 照 合 年

印
的 番号 月日

記載要領

１ １機ごとに別葉とする。

２ 機体欄には、機体の金属、半金属、木製等の別を記入する。

３ 翼欄には、翼の高翼、中翼、低翼、単葉、複葉等の別を記入する。

４ 属具その他の従物については、その価額を航空機価額に合算する。

様式第15号その５を同様式その６とし、同様式その６の前に同様式その５として次のように加え、同様式を

様式第32号とする。

（その５）

工 作 物

名 称

所在地

所有者又は賃貸人

借地

沿
面積

革

付属
番号 名 称

図面

異動
文書 記載年

印
番
年月

増減 種目（用 構造・型
数量 価額 備考

日付 月日

号
日

事由 途細目） 式等 記号 照合年
印

番号 月日
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（その５） （裏面）

異 動
文書 記載年

印
番
年 月

増減 種目（用 構造・型
数量 価額 備考

日付 月日

号
日

事由 途細目） 式等 記号 照合年
印

番号 月日

記載要領

１ 種目（種目のないものは用途細目）の異なるものごとに別欄とする。

２ 名称欄には、工作物の付属する土地又は建物の名称を記入する。

３ 種目（用途細目）欄には、「工作物一覧表」の種目、用途細目等を記入する。

４ 構造・型式等欄には、構造、型式、規格、容量等を適宜記入する。

５ 建物に付属する工作物については、備考欄に付属する建物の種別を記入する。

様式第14号中「第29条関係」を「第37条関係」に改め、同様式を様式第31号とする。

様式第13号中「第28条関係」を「第36条関係」に改め、同様式を様式第30号とし、様式第12号の次に次の17

様式を加える。

様式第13号（第17条関係）

公有財産借受申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

保証人

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号
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担当者名

下記のとおり公有財産を借り受けたいので申請します。

借り受けようとする財産の名称

所在地

土地、建物の別及び建物の場合

はその種別

借受目的

借受数量

借受期間
年 月 日から

年 月 日まで

関係図面 別添のとおり

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

様式第14号（第17条関係）

公有財産借受申請書兼貸付料減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

保証人

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり公有財産を借り受けたいので申請します。
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併せて、貸付料の減免を受けたいので申請します。

借り受けようとする財産の名称

所在地

土地、建物の別及び建物の場合

はその種別

借受目的

借受数量

借受期間
年 月 日から

年 月 日まで

減免申請の理由

関係図面 別添のとおり

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

様式第15号（第19条関係）

公有財産借受内容変更申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり公有財産の借受内容を変更したいので申請します。

借り受けている財産の名称

所在地

土地・建物の別及び建物の場合

はその種別

契約年月日 年 月 日

借受目的

借受数量

借受期間
年 月 日から
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年 月 日まで

貸付料

用途・目的・数量・期間・原形・その他

変更内容 変更前

変更後

変更理由

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

様式第16号（第19条関係）

公有財産借受内容変更申請書兼貸付料減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり公有財産の借受内容を変更したいので申請します。

併せて、貸付料の減免を受けたいので申請します。

借り受けている財産の名称

所在地

土地、建物の別及び建物の場合

はその種別

契約年月日 年 月 日

借受目的

借受数量

借受期間
年 月 日から

年 月 日まで

貸付料

用途・目的・面積又は数量・期間・原形・その他

変更内容 変更前
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変更後

変更理由

減免申請の理由

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

様式第17号（第19条関係）

貸付財産用途（原形）変更承認書

様

年 月 日

職 氏名 印

下記のとおり貸付財産用途（原形）の変更を承認します。

借り受けている財産の名称

所在地

土地、建物の別及び建物の場

合はその種別

用途変更の理由及び内容

（原形変更の理由及び内容）

備考

様式第18号（第23条関係）

公有財産貸付料減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名
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下記の公有財産の借受けについて貸付料の減免を受けたいので申請します。

借り受けている財産の名称

所在地

土地、建物の別及び建物の場合

はその種別

借受目的

借受数量

借受期間
年 月 日から

年 月 日まで

貸付料

減免申請の理由

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

様式第19号（第24条関係）

公有財産地上権設定申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

保証人

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり公有財産である土地に地上権の設定を受けたいので申請します。

地上権を設定しようとする土地
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の名称

所在地

地上権の設定目的

地上権の設定範囲及び設定面積

地上権の設定期間
年 月 日から

年 月 日まで

関係図面 別添のとおり

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

様式第20号（第24条関係）

公有財産地上権設定申請書兼地上権設定対価減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

保証人

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり公有財産である土地に地上権の設定を受けたいので申請します。

併せて、地上権設定対価の減免を受けたいので申請します。

地上権を設定しようとする土地

の名称

所在地

地上権の設定目的
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地上権の設定範囲及び設定面積

地上権の設定期間
年 月 日から

年 月 日まで

減免申請の理由

関係図面 別添のとおり

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

様式第21号（第27条関係）

公有財産地上権設定内容変更申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり公有財産である土地の地上権の設定の内容を変更したいので申請します。

地上権を設定している土地の名

称

所在地

契約年月日 年 月 日

地上権の設定目的

地上権の設定範囲及び設定面積

地上権の設定期間
年 月 日から

年 月 日まで

地上権の設定対価

用途・目的・範囲及び面積・期間・原形・その他

変更内容 変更前

変更後

変更理由

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２
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号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

様式第22号（第27条関係）

公有財産地上権設定内容変更申請書兼地上権設定対価減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり公有財産である土地の地上権の設定の内容を変更したいので申請します。

併せて、地上権設定対価の減免を受けたいので申請します。

地上権を設定している土地の名

称

所在地

契約年月日 年 月 日

地上権の設定目的

地上権の設定範囲及び設定面積

地上権の設定期間
年 月 日から

年 月 日まで

地上権の設定対価

用途・目的・範囲及び面積・期間・原形・その他

変更内容 変更前

変更後

変更理由

減免申請の理由

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。
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上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

様式第23号（第27条関係）

公有財産地上権用途（原形）変更承認書

様

年 月 日

職 氏 名 印

下記のとおり公有財産である土地の地上権の用途（原形）の変更を承認します。

地上権を設定している土地の名

称

所在地

用途変更の内容

（原形変更の内容）

備考

様式第24号（第27条関係）

公有財産地上権設定対価減免申請書

職 氏 名 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記の公有財産である土地の地上権の設定について設定対価の減免を受けたいので申請します。

地上権を設定する土地の名称

所在地

地上権の設定目的

地上権の設定範囲及び設定面積

地上権の設定期間
年 月 日から

年 月 日まで

地上権の設定対価

減免申請の理由

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２



- 58 -

平成22年９月３日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第79号

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

様式第25号（第29条関係）

公有財産使用承認申請書

番 号

年 月 日

職 名 様

職 名 印

担当者名

電話番号

下記のとおり公有財産を使用したいので申請します。

財産の分類

財産の名称

所在地

土地、建物等の別

土地の地目、建物等の種別・構造

使用数量

使用目的

使用期間
年 月 日から

年 月 日まで

関係図面 別添のとおり

備考

様式第26号（第29条関係）

公有財産使用承認書

番 号

年 月 日

職 名 様

職 名 印

担当者名

電話番号
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年 月 日付第 号で申請のあった公有財産の使用については、下記のとおり承認し

ます。

財産の分類

財産の名称

所在地

土地、建物等の別

土地の地目、建物等の種別・構造

使用数量

使用目的

使用期間
年 月 日から

年 月 日まで

１ 使用物件は、常に善良な管理者の注意をもって使用すること。

２ 使用期間中、使用物件を上記使用目的以外の用に供しないこ

と。

３ 使用物件について修繕、模様替等をしようとするとき、又は使

承認の条件 用承認を受けた内容を変更しようとするときは、あらかじめ書面

により承認を得ること。

４ 使用物件を他の者に使用させないこと。

５ 使用を終了したときは、使用物件を原状に回復して返還するこ

と。

備考

様式第27号（第31条、第32条関係）

公有財産買受申請書

鳥取県知事 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり公有財産を買い受けたいので申請します。

財産の名称

所在地

土地、建物等の別及び建物等の

場合はその種別

数量

買受目的

買受希望価格 円

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２
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号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。

添付書類（原本を各１部添付すること。）

１ 申請者が個人の場合にあっては市町村長が発行する身分証明書、法人の場合にあっては法人登記簿

２ 登記、登録等をすることができる財産を買い受ける場合にあっては、登記、登録等に必要な書類

（住民票、印鑑登録証明書等）

様式第28号（第32条関係）

公有財産譲受申請書

鳥取県知事 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり公有財産を譲り受けたいので申請します。

財産の名称

所在地

土地、建物等の別及び建物等の

場合はその種別

数量

譲受目的

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する
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ことがある。

添付書類（原本を各１部添付すること。）

１ 申請者が個人の場合にあっては市町村長が発行する身分証明書、法人の場合にあっては法人登記簿

２ 登記、登録等をすることができる財産を譲り受ける場合にあっては、登記、登録等に必要な書類

（住民票、印鑑登録証明書等）

様式第29号（第34条関係）

公有財産交換申請書

鳥取県知事 様

年 月 日

申請者

住所

氏名 ㊞

（法人にあっては、所在地並びに名称

及び代表者の氏名）

電話番号

担当者名

下記のとおり公有財産との交換をしたいので申請します。

所在地

申請者が
土地、建物等の別

交換に供
土地の地目、建物等の種別・構造

する財産
数量

当該財産に係る権利、義務等

関係図面等

申請者が
財産の名称

交換によ
所在地

る取得を
土地、建物等の別及び建物等の場

希望する
合はその種別

財産
数量

関係図面等

交換希望価格

□ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下「暴対法」という。）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。

□ 暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係

を有する者ではないこと。

上記のとおり相違ないことを誓約します。

注１ 該当する□にレ印を記入すること。

２ 鳥取県公有財産事務取扱規則第53条各号の該当の有無について必要に応じ鳥取県警察本部に照会する

ことがある。
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添付書類（原本を各１部添付すること。）

１ 申請者が個人の場合にあっては市町村長が発行する身分証明書、法人の場合にあっては法人登記簿

２ 登記、登録等をすることができる財産を交換に供する場合にあっては、登記、登録等に必要な書類

（住民票、印鑑登録証明書等）

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成22年９月15日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の鳥取県公有財産事務取扱規則（以下「新規則」という。）の規定は、この規則の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に行われる行政財産の使用許可又は公有財産の貸付け若しくは地上権の設定その他

の私権の設定に係る契約（以下「使用許可等」という。）について適用し、施行日前に行われた使用許可等に

ついては、当該使用許可等の期間に限り、なお従前の例による。

３ 施行日前に改正前の鳥取県公有財産事務取扱規則（以下「旧規則」という。）の規定に基づき行われた申請

（施行日以後に使用許可等に係る期間が開始するものに限る。）は、新規則の相当規定に基づき行われた申請

とみなす。

４ 旧規則の規定に基づいて作成した様式でこの規則の施行の際現に残存するものについては、新規則の規定に

かかわらず、当分の間、所要の調整をした上で新規則に定める様式として使用することができる。

（鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則の一部改正）

５ 鳥取県営住宅の設置及び管理に関する条例施行規則（昭和37年鳥取県規則第70号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（県営住宅駐車場の明渡しを請求できる場合） （県営住宅駐車場の明渡しを請求できる場合）

第16条の７ 条例第24条の18第１項第８号の規則で定 第16条の７ 条例第24条の18第１項第８号の規則で定

める場合は、次に掲げる場合とする。 める場合は、次に掲げる場合とする。

(１) 略 (１) 略

(２) 鳥取県公有財産事務取扱規則（昭和39年鳥取 (２) 鳥取県公有財産事務取扱規則（昭和39年鳥取

県規則第27号）第12条各号に掲げる事由により、 県規則第27号）第10条第３号から第６号までに掲

県営住宅駐車場を使用する必要がある場合 げる事由により、県営住宅駐車場を使用する必要

がある場合

(３) 略 (３) 略

２ 略 ２ 略

（鳥取県宿舎管理規則の一部改正）

６ 鳥取県宿舎管理規則（昭和57年鳥取県規則第24号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前
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（雑則） （雑則）

第22条 宿舎に関する事務取扱いについては、この規 第22条 宿舎に関する事務取扱いについては、この規

則及び他の法令に定めるものを除くほか、鳥取県公 則及び他の法令に定めるものを除くほか、鳥取県公

有財産事務取扱規則（昭和39年鳥取県規則第27号。 有財産事務取扱規則（昭和39年鳥取県規則第27号。

第17条及び第19条の規定（同規則第30条においてこ 第14条及び第16条の規定（同規則第21条においてこ

れらの規定を準用する場合を含む。）を除く。）の れらの規定を準用する場合を含む。）を除く。）の

定めるところによる。 定めるところによる。

（鳥取県事務処理権限規則の一部改正）

７ 鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥取県規則第32号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正後の欄中別表の細目の表示に下線が引かれた別表の細目（以下この項において「追加別表細

目」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）に対応する同表の

改正後の欄中下線が引かれた部分（追加別表細目を除く。以下この項において「改正後部分」という。）が存

在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合に

は、当該改正部分を削る。

次の表の改正前の欄の表中太線で囲まれた部分を削る。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第１（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

共通事項に係る事務処理権限 共通事項に係る事務処理権限

事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分 事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分

専 決 権 者 委任決裁権者 専 決 権 者 委任決裁権者

種 類 内 容 知事 会計地方機副知 会計地方機 種 類 内 容 知事 会計地方機副知 会計地方機

部長課長担当 部長局長課長担当 部長課長担当 部長局長課長担当

職員関の長事 職員関の長 職員関の長事 職員関の長

略 略

八 公有 略 八 公有 略

財産の 財産の

管理に３ 普通財産の処分（会 管理に３ 公有財産の処分（会

関する 計に関する事務に係る 関する 計に関する事務に係る

事務 決裁を除く。） 事務 決裁を除く。）

(一) 略 (一) 略

(二) (一)以外のもの (二) (一)以外のもの ○

(１) 総務部が所管

する普通財産に係

るもの

イ １件の見積額 ○

が2,000万円以上

のもの

ロ １件の見積額 ○

が2,000万円未満

のもの

(２) (１)以外のも ○

の

略 略

略 略

別表第３（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係） 別表第３（第３条、第４条、第５条、第６条、第８条、第11条関係）

行財政改革局、人権局、地域づくり支援局、子育て支援総室、くらしの安心局、経済通商総室、雇用人材総 行財政改革局、人権局、地域づくり支援局、子育て支援総室、くらしの安心局、経済通商総室、雇用人材総

室、産業振興総室、市場開拓局、森林・林業総室、農林総合研究所及び水産振興局の個別事項に係る事務処理権 室、産業振興総室、市場開拓局、森林・林業総室、農林総合研究所及び水産振興局の個別事項に係る事務処理権

限 限

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

地方機関の 地方機関の
属 専 決 権 者 委任決裁権者 長の名称 属 専 決 権 者 委任決裁権者 長の名称
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名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事
地方機 地方機 地方機 地方機

部長局長課長 部長局長課長 部長局長課長 部長局長課長
関の長 関の長 関の長 関の長

略 略

財一 鳥取県公１ 同規則第５条の規 ○ 財一 鳥取県公１ 同規則第４条の規 ○

源 有財産事務 定による公有財産の 源 有財産事務 定による公有財産の

確 取扱規則 取得、管理及び処分 確 取扱規則 取得、管理及び処分

保 （昭和39年 に係る事務手続の総 保 （昭和39年 に係る事務手続の総

推 鳥取県規則 括及び調整 推 鳥取県規則 括及び調整

課 第27号）に 課 第27号）に

基づく知事 基づく知事２ 同規則第42条の規 ○

の権限に属 の権限に属 定による公有財産の

する事務 する事務 増減高又は現在高に

ついての会計管理者

への通知

略 略

略 略

（鳥取県港湾整備事業特別会計に属する普通財産の譲渡に係る鳥取県公有財産事務取扱規則の特例に関する規則

の一部改正）

８ 鳥取県港湾整備事業特別会計に属する普通財産の譲渡に係る鳥取県公有財産事務取扱規則の特例に関する規

則（平成20年鳥取県規則第58号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下この項において「改正部分」という。）を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める。

改 正 後 改 正 前

（売払代金等の納付の特例） （売払代金等の納付の特例）

第３条 知事は、造成地を譲渡する場合において、当 第３条 知事は、造成地を譲渡する場合において、当

該譲渡を受ける者が売払代金を一時に納付すること 該譲渡を受ける者が売払代金を一時に納付すること

が困難であると認められるときは、取扱規則第35条 が困難であると認められるときは、取扱規則第27条

ただし書の規定にかかわらず、10年以内の延納の特 第１項ただし書の規定にかかわらず、10年以内の延

約をすることができる。この場合においては、取扱 納の特約をすることができる。この場合において

規則第36条第２項の規定は、適用しない。 は、同条第２項及び第３項の規定は、適用しない。

２ 前項の場合における取扱規則第37条第１項及び第 ２ 前項の場合における取扱規則第29条第１項及び第

49条の規定の適用については、これらの規定中「第 39条の規定の適用については、これらの規定中「第

35条ただし書」とあるのは、「鳥取県港湾整備事業 27条第１項ただし書」とあるのは、「鳥取県港湾整

特別会計に属する普通財産の譲渡に係る鳥取県公有 備事業特別会計に属する普通財産の譲渡に係る鳥取

財産事務取扱規則の特例に関する規則（平成20年鳥 県公有財産事務取扱規則の特例に関する規則（平成

取県規則第58号）第３条第１項前段」とする。 20年鳥取県規則第58号）第３条第１項前段」とす

る。

（延納利息の特例） （延納利息の特例）

第４条 前条第１項前段の規定により売払代金の延納 第４条 前条第１項前段の規定により売払代金の延納

を認められた者は、取扱規則第39条の規定にかかわ を認められた者は、取扱規則第31条の規定にかかわ

らず、市中金利の動向等を勘案して知事が別に定め らず、市中金利の動向等を勘案して知事が別に定め

る利率により計算した利息を納付しなければならな る利率により計算した利息を納付しなければならな

い。 い。
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鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計で取り扱う用品等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに

公布する。

平成22年９月３日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第43号

鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計で取り扱う用品等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計で取り扱う用品等の範囲を定める規則（昭和39年鳥取県規則第18号）

の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下本則において「削除号」という。）を削る。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（削除号を除く。以下本則において「改正部分」という。）に対応

する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（以下本則において「改正後部分」という。）が存在する場合に

は、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部

分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（事務の範囲） （事務の範囲）

第２条 条例別表の１の項の第２欄の規則で定める事 第２条 条例別表の１の項の第２欄の規則で定める事

務は、次に掲げるとおりとする。 務は、次に掲げるとおりとする。

(１) 部（鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則第 (１) 部又は機関（鳥取県会計規則（昭和39年鳥取

11号）第２条に規定する部をいう。以下同じ。） 県規則第11号）第２条に規定する部又は機関をい

若しくは機関（同条に規定する機関をいう。以下 う。以下同じ。）のうち県庁舎、東部総合事務所

同じ。）又は企業局若しくは病院局のうち県庁 庁舎、中部総合事務所庁舎、西部総合事務所庁

舎、東部総合事務所庁舎、中部総合事務所庁舎、 舎、八頭総合事務所庁舎及び日野総合事務所庁舎

西部総合事務所庁舎、八頭総合事務所庁舎及び日 に事務所を有するものが使用する電気、ガス、水

野総合事務所庁舎（以下「県庁舎等」という。） 道及び冷暖房用燃料の料金の支払に関する事務

に事務所を有するものが使用する電気、ガス若し

くは水道の料金又は冷暖房に必要な燃料に係る費

用（以下この号において「光熱水費」という。）

の支払に関する事務（地方自治法（昭和22年法律

第67号）第238条の４第７項に規定する許可を受

けて県庁舎等を使用している者（以下「県庁舎等

入居者」という。）の負担すべき光熱水費につい

て、県庁舎等を管理する部又は機関が、県庁舎等

入居者に代わり電気、ガス若しくは水道に係るサ

ービスの提供を行う事業者又は県庁舎等の冷暖房

に必要な燃料を供給する事業者に対して金員を支

払う事務を含む。）

(２) 集中業務課、東部総合事務所、中部総合事務 (２) 部又は機関のうち集中業務課、東部総合事務

所、西部総合事務所、八頭総合事務所及び日野総 所、中部総合事務所、西部総合事務所、八頭総合

合事務所が集中管理する自動車の購入費、賃借 事務所及び日野総合事務所が集中管理する自動車

料、燃料費、維持管理経費、自動車重量税及び自 の購入費、賃借料、燃料費、維持管理経費、自動
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動車損害賠償責任保険契約に基づく保険料並びに 車重量税及び自動車損害賠償責任保険契約に基づ

当該自動車を運転して出張する運転士に支給する く保険料並びに当該自動車を運転して出張する運

旅費の支払に関する事務並びに集中業務課におい 転士に支給する旅費の支払に関する事務並びに集

て賃貸借契約を締結した自動車を保管する部又は 中業務課において賃貸借契約を締結した自動車を

地方機関の当該自動車の賃借料の支払に関する事 保管する地方機関の賃借料、燃料費及び維持管理

務 経費の支払に関する事務

(３) 部又は企業局（県庁舎に事務所を有するもの (３) 部の文書の印刷及び発送に関する事務（警察

に限る。）若しくは病院局（県庁舎に事務所を有 本部にあっては、警察本部長が別に定めるものに

するものに限る。）の文書の印刷及び発送に関す 限る。）

る事務（警察本部にあっては、警察本部長が別に

定めるものに限る。）

(４) 部若しくは機関又は企業局若しくは病院局の (４) 部又は機関のうち県庁舎、東部総合事務所庁

うち県庁舎等に事務所を有するものに設置する電 舎、中部総合事務所庁舎、西部総合事務所庁舎、

話の料金の支払に関する事務（県庁舎等入居者の 八頭総合事務所庁舎及び日野総合事務所庁舎に事

負担すべき電話の料金について、県庁舎等を管理 務所を有するものに設置する電話の料金の支払に

する部又は機関が、県庁舎等入居者に代わり電話 関する事務

に係るサービスの提供を行う事業者に対して金員

を支払う事務を含む。）

(５)及び(６) 略 (５)及び(６) 略

(７) 部（東京本部、関西本部及び名古屋本部を除 (７) 部又は機関（東京本部、関西本部及び名古屋

く。）又は機関における文書の複写に要する経費 本部を除く。）における文書の複写に要する経費

の支払に関する事務 の支払に関する事務

(８) 略 (８) 略

(９) 部若しくは機関又は企業局若しくは病院局に (９) 部又は機関におけるパーソナルコンピュータ

おけるパーソナルコンピュータの賃借料に要する の賃借料に要する経費の支払に関する事務

経費の支払に関する事務

(10) 知事部局の本庁各課（課に相当するものを含

み、総務部行財政改革局職員人材開発センター、

生活環境部衛生環境研究所、生活環境部くらしの

安心局消費生活センター、農林水産部農業大学校

及び農林水産部農林総合研究所を除く。）、議会

事務局、教育委員会事務局の各課等（課に相当す

るものを含み、鳥取県教育センター、鳥取県立図

書館及び鳥取県立博物館を除く。）、人事委員会

事務局、監査委員事務局及び労働委員会事務局

（以下この号において「本庁各課等」という。）

において鳥取県会計規則第38条の２第３項の規定

により支出負担行為兼支出仕訳書により支払うこ

とができる経費の支払並びに庶務集中局長が本庁

各課等に常時購入を委嘱することとした物品の購

入及び支払に係る事務

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。



- 67 -

平成22年９月３日 金曜日 鳥 取 県 公 報 号外第79号

（適用区分）

２ 改正後の鳥取県用品調達等集中管理事業特別会計で取り扱う用品等の範囲を定める規則第２条の規定は、平

成22年度分の予算から適用する。

（鳥取県会計管理者等事務決裁規則の一部改正）

３ 鳥取県会計管理者等事務決裁規則（平成21年鳥取県規則第25号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を削り、同表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係）

事 項 事務処理権限の区分 事 項 事務処理権限の区分
所 所

地方機関 地方機関
属 専 決 権 者 委任決裁権者 の長の名 属 専 決 権 者 委任決裁権者 の長の名

称 称
名 種 類 内 容 知事 名 種 類 内 容 知事

会計 会計集中会計 地方 会計 会計集中会計 地方
管理局長課長担当化業管理局長課長機関 管理局長課長担当化業管理局長課長機関
者 職員務決者 の長 者 職員務決者 の長

裁職 裁職
員 員

略 略

集一 地方自治 略 集一 地方自治 略

中 法施行令に 中 法施行令に

業 基づく知事２ 同令第160条の２ 業 基づく知事２ 同令第160条の２

務 の権限に属 第１項第２号に掲げ 務 の権限に属 第１項第２号に掲げ

課 する事務 る経費、集中化事務 課 する事務 る経費、集中化事務

（鳥取県用品調達等 （鳥取県用品調達等

集中管理事業特別会 集中管理事業特別会

計で取り扱う用品等 計で取り扱う用品等

の範囲を定める規則 の範囲を定める規則

（昭和39年鳥取県規 （昭和39年鳥取県規

則第18号）第２条第 則第18号）第２条第

５号から第８号まで ５号から第８号まで

に掲げる事務（知事 及び第10号に掲げる

部局本庁各課（行財 事務（知事部局本庁

政改革局職員人材開 各課（行財政改革局

発センター、衛生環 職員人材開発センタ

境研究所、くらしの ー、衛生環境研究

安心局消費生活セン 所、くらしの安心局

ター、農業大学校及 消費生活センター、

び農林総合研究所を 農業大学校及び農林

除く。）又は労働委 総合研究所を除

員会事務局の兼務職 く。）又は労働委員

員として行う事務に 会事務局の兼務職員

限る。）をいう。以 として行う事務に限

下同じ。）及び物品 る。以下同じ。）を

（知事が別に定める いう。以下同じ。）

ものを除く。３及び 及び物品（知事が別

六の１において同 に定めるものを除

じ。）に係る歳入金 く。３及び六の１に

の調定 おいて同じ。）に係

る歳入金の調定

(一)及び(二) 略 (一)及び(二) 略

略 略

略 略

六 その他の 略 六 その他の 略

知事の権限 知事の権限

に属する事２ 集中化事務及び用 に属する事２ 集中化事務及び用

務 品に係る支出命令 務 品に係る支出命令

(一) 略 (一) 略

(二) (一)以外のも (二) (一)以外のも

の の

(１) 略 (１) 略

(２) １件1,000 ○ (２) １件1,000

万円未満のもの 万円未満のもの

ア イ以外のも ○

の

イ １件20万円 ○

未満のもの

（鳥取県用品

調達等集中管

理事業特別会

計で取り扱う

用品等の範囲

を定める規則
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第２条第10号

に係る事務を

行う場合に限

る。）

略 略




